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１．法令等

（1）道路運送車両法(抜粋)
制　　定　昭和２６年６月１日　　運輸省令第１８５号

最終改正　令和 ７ 年６月１日　国土交通省令第６８号

第47条（使用者の点検及び整備の義務）自動車の使用者は、自動車の点検をし、及び必要に応じ整備をす

ることにより、当該自動車を保安基準に適合するように維持しなければならない。

第47条の２（日常点検整備）自動車の使用者は、自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適切な

時期に、国土交通省令で定める技術上の基準により、灯火装置の点灯、制動装置の作動その他の日常的

に点検すべき事項について目視等により自動車を点検しなければならない。

２　次条第１項第１号及び第２号に掲げる自動車の使用者又はこれらの自動車を運行する者は、前項の

規定にかかわらず、１日１回、その運行の開始前において、同項の規定による点検をしなければなら

ない。

３　自動車の使用者は、前２項の規定による点検の結果、当該自動車が保安基準に適合しなくなるおそれ

がある状態又は適合しない状態にあるときは、保安基準に適合しなくなるおそれをなくするため、又は

保安基準に適合させるために当該自動車について必要な整備をしなければならない。

第48条（定期点検整備）自動車（小型特殊自動車を除く。以下この項、次条第１項及び第５４条第４項に

おいて同じ。）の使用者は、次の各号に掲げる自動車について、それぞれ該当各号に掲げる期間ごとに、

点検の時期及び自動車の種別、用途等に応じ国土交通省令で定める技術上の基準により自動車を点検し

なければならない。

(1) 自動車運送事業の用に供する自動車及び車両総重量８トン以上の自家用自動車その他国土交通省令

で定める自家用自動車　３月

(2) 道路運送法第７８条第２号に規定する自家用有償旅客運送の用に供する自家用自動車（国土交通省令

で定めるものを除く。）、 同法第８０条第１項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車そ

の他の国土交通省令で定める自家用自動車（前号に掲げる自家用自動車を除く。）　 ６月

(3) 前２号に掲げる自動車以外の自動車　１年

２　前条第３項の規定は、前項の場合に準用する。この場合において、同条第３項の中「前２項」とあるのは、

「前項」と読み替えるものとする。

第49条（点検整備記録簿）自動車の使用者は、点検整備記録簿を当該自動車に備え置き、当該自動車につ

いて前条の規定により点検又は整備をしたときは、遅滞なく、次に掲げる事項を記載しなければならない。

(1) 点検の年月日

(2) 点検の結果

(3) 整備の概要

(4) 整備を完了した年月日

(5) その他国土交通省令で定める事項

２　自動車 ( 第５８条第１項に規定する検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を除く。以下この項におい

て同じ。) の使用者は、当該自動車について特定整備（原動機、動力伝達装置、走行装置、操縦装置、制

動装置、緩衝装置、連結装置又は自動運行装置（第４１条第２項に規定する自動運行装置をいう。）を取
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り外して行う自動車の整備又は改造その他のこれらの装置の作動に影響を及ぼすおそれがある整備又は

改造であって国土交通省令で定めるものをいう。以下同じ。）をしたときは、遅滞なく、前項の点検整備

記録簿に同項第３号から第５号までに掲げる事項を記載しなければならない。ただし、前条第２項にお

いて準用する第４７条の２第３項の規定による必要な整備として当該特定整備をしたとき及び第７８条

第４項に規定する自動車特定整備事業者が当該特定整備を実施したときは、この限りでない。

３　点検整備記録簿の保存期間は、国土交通省令で定める。

第77条（自動車特定整備事業の種類）自動車特定整備事業（自動車（検査対象外軽自動車及び小型特殊自

動車を除く ｡）の特定整備を行う事業をいう。以下同じ ｡）の種類は、次に掲げるものとする。

(1) 普通自動車特定整備事業（普通自動車、四輪の小型自動車及び大型特殊自動車を対象とする自動車

特定整備事業をいう。）

(2) 小型自動車特定整備事業（小型自動車及び検査対象軽自動車を対象とする自動車特定整備事業をい

う。）

(3) 軽自動車特定整備事業（検査対象軽自動車を対象とする自動車特定整備事業をいう。）

第78条（認証）自動車特定整備事業を経営しようとする者は、自動車特定整備事業の種類及び特定整備を

行う事業場ごとに、地方運輸局長の認証を受けなければならない。

２　自動車特定整備事業の認証は、対象とする自動車の種類を指定し、その他業務の範囲を限定して行う

ことができる。

３　自動車特定整備事業の認証には、条件を付し、及びこれを変更することができる。

４　前項の条件は、自動車特定整備事業の認証を受けた者（以下「自動車特定整備事業者」という ｡）が行

う自動車の特定整備が適切に行われるために必要とする最小限度のものに限り、かつ、当該自動車特定整

備事業者に不当な義務を課することとならないものでなければならない。

第79条（申請）自動車特定整備事業の認証を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を地

方運輸局長に提出しなければならない。

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その役員の氏名

(2) 自動車特定整備事業の種類

(3) 事業場の所在地

(4) 前条第２項の規定により業務の範囲を限定する認証を受けようとする者にあっては、対象とする自

動車の種類その他業務の範囲

２　前項の申請書には、その申請が次条第１項各号に掲げる要件に適合するものであることを証する書面

を添付しなければならない。

３　地方運輸局長は、自動車特定整備事業の認証を申請した者に対し、前２項に規定するもののほか、そ

の者の登記事項証明書その他必要な書面の提出を求めることができる。

第80条（認証基準）地方運輸局長は、前条の規定による申請が次に掲げる基準に適合するときは、自動車

特定整備事業の認証をしなければならない。

(1) 当該事業場の設備及び従業員が、国土交通省令で定める基準に適合するものであること。

(2) 申請者が、次に掲げる者に該当しないものであること。

イ　１年以上の拘禁刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２

年を経過しない者
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ロ　第93条の規定による自動車特定整備事業の認証の取消しを受け、その取消しの日から２年を経過

しない者（当該認証を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しに係る聴聞の期日

及び場所に関する第103条第２項の公示の日前60日以内に当該法人の役員 （いかなる名称によるか

を問わず、これと同等以上の職権又は支配力を有するものを含む。ニにおいて同じ ｡）であった者で

当該取消しの日から２年を経過しないものを含む ｡）

ハ　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又は成年被後見人であって、その法定代

理人がイ、ロ又はニのいずれかに該当するもの。

ニ　法人であって、その役員のうちにイ、ロ又はハのいずれかに該当する者があるもの

２　前項第１号の規定による基準は、自動車特定整備事業の種類別に自動車の特定整備に必要な最低限度

のものでなければならない。

第81条（変更届等）自動車特定整備事業者は、次に掲げる事項について変更が生じたときは、その事由が

生じた日から30日以内に、地方運輸局長に届け出なければならない。

(1) 氏名又は名称及び住所

(2) 法人にあっては、その役員の氏名

(3) 事業場の所在地

(4) 事業場の設備のうち国土交通省令で定める特に重要なもの

２　自動車特定整備事業者は、その事業を廃止したときは、その日から30日以内に、その旨を地方運輸局

長に届け出なければならない。

第89条（標識）自動車特定整備事業者は、事業場において、公衆の見やすいように、国土交通省令で定め

る様式の標識を掲げなければならない。

２　自動車特定整備事業者以外の者は、前項の標識又はこれに類似する標識を掲げてはならない。

第90条（自動車特定整備事業者の義務）自動車特定整備事業者は、特定整備を行う場合においては、当該

自動車の特定整備に係る部分が保安基準に適合するようにしなければならない。

第91条（特定整備記録簿）自動車特定整備事業者は、特定整備記録簿を備え、特定整備をしたときは、こ

れに次に掲げる事項を記載しなければならない。

(1) 登録自動車にあっては自動車登録番号、第６０条第１項後段の車両番号の指定を受けた自動車にあっ

ては車両番号、その他の自動車にあっては車台番号

(2) 特定整備の概要

(3) 特定整備を完了した年月日

(4) 依頼者の氏名又は名称及び住所

(5) その他国土交通省令で定める事項

２　自動車特定整備事業者は、当該自動車の使用者に前項各号に掲げる事項を記載した特定整備記録簿の

写しを交付しなければならない。

３　特定整備記録簿は、その記載の日から２年間保存しなければならない。

第91条の２（設備の維持等）自動車特定整備事業者は、当該事業場に関し、第 80 条第１項第１号の規定に

よる基準に適合するように設備を維持し、及び従業員を確保しなければならない。

第91条の３（遵守事項）自動車特定整備事業者は、第89条から前条までに定めるもののほか、自動車の整

備についての技術の向上、適切な点検及び整備の励行の促進その他自動車特定整備事業の業務の適正な
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運営を確保するために国土交通省令で定める事項を遵守しなければならない。

第92条（改善命令）地方運輸局長は、自動車特定整備事業者の事業場の設備及び従業員が第 80 条第１項第

１号の規定による基準に適合せず、又はその業務の運営に関し前条の国土交通省令で定める事項を遵守

していないと認めるときは、当該自動車特定整備事業者に対し、その設備及び従業員を基準に適合させ

るため、またはその業務の運営を改善するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

第93条（事業の停止等）地方運輸局長は、自動車特定整備事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、

３月以内において期間を定めて事業の停止を命じ、又は認証を取り消すことができる。

(1) この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

(2) 第７８条第２項の規定による業務の範囲の限定又は同条第３項の規定により認証に付した条件に違

反したとき。

(3) 第８０条第１項第２号イ、ハ又はニに掲げる者となったとき。

第95条（自動車整備振興会）一般社団法人又は一般財団法人であって、その名称中に自動車整備振興会の文

字を用いるものは、自動車の整備に関する設備の改善及び技術の向上を促進し、並びに自動車の整備事業の

業務の適正な運営を確保するため、次に掲げる事業を行うことを目的とするものでなければならない。

(1) 自動車整備振興会としての意見を公表し、又は適当な行政庁に申し出ること。

(2) 必要な調査研究を行い、統計を作成し、資料を収集し、若しくはこれらを公刊し、又は情報を提供し、

若しくはあっせんすること。

(3) 講演又は講習を行うこと。

(4) 自動車の整備又は整備事業に関し、自動車の使用者等の苦情を処理し、又はその相談に応ずること。

(5) 自動車の整備に関する技術の向上及び自動車の整備事業の業務の運営の改善に関し、自動車特定整備事

業者その他の者の相談に応じ、又はこれらの者を指導すること。

(6) 広報を行うこと。

第96条　前条の法人以外の者は、その名称中に自動車整備振興会の文字を用いてはならない。
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（2）道路運送車両法施行規則（抜粋）
制　　定　昭和２６年８月１６日　　　運輸省令第７４号

最終改正　令和 ７ 年３月３１日　国土交通省令第２５号

第３条（特定整備の定義）法第４９条第２項の特定整備とは、第１号から第７号までのいずれかに該当す

るもの（以下「分解整備」という。）又は第８号若しくは第９号に該当するもの（以下「電子制御装置整備」

という。）をいう。

(1) 原動機を取り外して行う自動車の整備又は改造

(2) 動力伝達装置のクラッチ、（二輪の小型自動車のクラッチを除く。）トランスミッション、プロペラ・

シャフト、デファレンシャル又はドライブ・シャフトを取り外して行う自動車の整備又は改造

(3) 走行装置のフロント・アクスル、前輪独立懸架装置（ストラットを除く。）又はリア・アクスルシャ

フトを取り外して行う自動車（二輪の小型自動車を除く。）の整備又は改造

(4) かじ取装置のギヤ・ボックス、リンク装置の連結部又はかじ取ホークを取り外して行う自動車の整

備又は改造

(5) 制動装置のマスタ・シリンダ、バルブ類、ホース、パイプ、倍力装置、ブレーキ・チャンバ、ブレー

キ・ドラム（二輪の小型自動車のブレーキ・ドラムを除く。）若しくはディスク・ブレーキのキャリパ

を取り外し、又は二輪の小型自動車のブレーキ・ライニングを交換するためにブレーキ・シューを取

り外して行う自動車の整備又は改造

(6) 緩衝装置のシャシばね（コイルばね及びトーションバー・スプリングを除く。）を取り外して行う自

動車の整備又は改造

(7) けん引自動車又は被けん引自動車の連結装置（トレーラ・ヒッチ及びボール・カプラを除く。）を取

り外して行う自動車の整備又は改造

(8) 次に掲げるもの（以下「運行補助装置」という。）の取り外し、取付位置若しくは取付角度の変更又

は機能の調整を行う自動車の整備又は改造（かじ取り装置又は制動装置の作動に影響を及ぼすおそれ

があるものに限り、次号に掲げるものを除く。）

イ　自動車の運行時の状態及び前方の状況を検知するためのセンサー

ロ　イに規定するセンサーから送信された情報を処理するための電子計算機

ハ　イに規定するセンサーが取り付けられた自動車の車体前部又は窓ガラス

(9) 自動運行装置を取り外して行う自動車の整備又は改造その他の当該自動運行装置の作動に影響を及

ぼすおそれがある自動車の整備又は改造

第57条（認証基準）法第８０条第１項第１号の事業場の設備及び従業員の基準は、次のとおりとする。

（1） 事業場は、常時特定整備をしようとする自動車を収容することができる十分な場所を有し、かつ、

次に掲げる作業場及び別表第４に掲げる規模の車両置場を有するものであること。

イ　分解整備を行う場合にあっては、別表第４に掲げる規模の屋内作業場

ロ　電子制御装置整備を行う場合にあっては、別表第４に掲げる規模の電子制御装置点検整備作業場。

ただし、電子制御装置点検整備作業場は、屋内作業場（車両整備作業場及び点検作業場に限る。次

号において同じ。）と兼用することができる。
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（2） 屋内作業場及び電子制御装置点検整備作業場の天井の高さは、対象とする自動車について特定整備

又は点検を実施するのに十分であること。

（3） 屋内作業場及び電子制御装置点検整備作業場の床面は、平滑に舗装されていること。

（4） 事業場は、別表第５に掲げる作業機械等を備えたものであり、かつ、当該作業機械等のうち国土交

通大臣の定めるものは、国土交通大臣が定める技術上の基準に適合するものであること。

（5） 電子制御装置整備を行う事業場にあっては、法第５７条の２第１項に規定する自動車の型式に固有

の技術上の情報（第３条第９号の自動車の整備又は改造を行わない場合にあっては、自動運行装置に

係るものを除く。）及び運行補助装置の機能の調整（第６２条の２の２第１項第６号において「エーミ

ング作業」という。）に必要な機器を入手することができる体制を有すること。

（6） 事業場には、２人以上の特定整備に従事する従業員を有すること。

（7） 事業場において特定整備に従事する従業員について、次のイからハまでに掲げる事業場の区分に応

じ、当該イからハまでに定める要件を満たすこと。

イ　分解整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）

少なくとも１人の自動車整備士技能検定規則の規定による一級又は二級の自動車整備士の技能検

定（当該事業場が原動機を対象とする特定整備を行う場合にあっては、二級自動車シャシ整備士の

技能検定を除く。ハ前段並びに第６２条の２の２第１項第７号イ及びハにおいて同じ。）に合格した

者を有し、かつ、一級、二級又は三級の自動車整備士の技能検定に合格した者の数が、従業員の数

を４で除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを１とする。）以上であること。

ロ　電子制御装置整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）

少なくとも１人の自動車整備士技能検定規則の規定による一級の自動車整備士の技能検定（一級二

輪自動車整備士の技能検定を除く。ハ前段並びに第６２条の２の２第１項第７号ロ及びハにおいて

同じ。）に合格した者又は同規則の規定による一級二輪自動車整備士、二級の自動車整備士、自動車

車体整備士若しくは自動車電気装置整備士の技能検定に合格した者であって電子制御装置整備に必

要な知識及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了した者を有し、かつ、

一級、二級若しくは三級の自動車整備士、自動車車体整備士又は自動車電気装置整備士の技能検定

に合格した者の数が、従業員の数を４で除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これ

を１とする。）以上であること。

ハ　分解整備及び電子制御装置整備を行う事業場

少なくとも１人の一級の自動車整備士の技能検定に合格した者又は同規則の規定による１級２輪

自動車整備士若しくは二級の自動車整備士の技能検定に合格した者であって電子制御装置整備に必

要な知識及び技能について運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了した者を有し、かつ、

一級、二級又は三級の自動車整備士の技能検定に合格した者の数が、従業員の数を４で除して得た

数（その数に１未満の端数があるときは、これを１とする。）以上であること。

第58条（変更届出事項）法第８１条第１項第４号に規定する事業場の設備は、屋内作業場若しくは電子制

御装置点検整備作業場の面積又は間口若しくは奥行の長さとする。

第62条（標識の様式）法第８９条の様式は、第２０号様式による。（Ｐ９　第２０号様式）
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第62条の２（特定整備記録簿の記載事項）法第９１条第１項第５号の国土交通省令で定める事項は、次のと

おりとする。

（1） 特定整備時の総走行距離

（2） 第６２条の２の２第１項第７号に規定する整備主任者の氏名

（3） 自動車特定整備事業者の氏名又は名称及び事業場の所在地並びに認証番号

第62条の２の２（自動車特定整備事業者の遵守事項）法第９１条の３の国土交通省令で定める事項は、次の

とおりとする。

(1) 法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業に係る料金について、

当該事業場において依頼者の見やすいように掲示するとともに、次のいずれかに該当する場合を除き、

自ら管理するウェブサイトに掲載して公衆の閲覧に供すること。

イ　自動車特定整備事業に常時使用する従業員の数が５人以下である場合

ロ　自ら管理するウェブサイトを有していない場合

（P ８９ 業務連絡、P ３２７（全国共通教材）事務連絡）

(2) 法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業の依頼者に対し、必

要となると認められる整備の内容及び当該整備の必要性について説明し、料金の概算見積りを記載し

た書面を交付し、又はこれを記録した電磁的記録を提供すること。

(3) 依頼者に対し、行っていない点検若しくは整備の料金を請求し、又は依頼されない点検若しくは整

備を不当に行い、その料金を請求しないこと。

(4) 道路運送車両の保安基準に定める基準に適合しなくなるように自動車の改造を行わないこと。

(5) 電子制御装置整備を行う事業場にあっては、当該電子制御装置整備を適切に実施するため、法第５７

条の２第１項に規定する自動車の型式に固有の技術上の情報に基づき、必要な点検及び整備を実施す

ること。

（6） 電子制御装置整備を行う事業場にあっては、エーミング作業が適切に実施されるよう必要な措置を

講ずること。

（6 の 2）エアコンディショナーが搭載されている自動車の点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、

みだりに当該エアコンディショナーに充填されているフロン類（フロン類の使用の合理化及び管理の

適正化に関する法律（平成１３年法律第６４号）第２条第１項に規定するフロン類をいう。）を大気中

に放出しないこと。

（6 の 3）検査整備用電子情報処理組織（車載式故障診断装置の診断の結果を活用して自動車が道路運送

車両の保安基準に定める基準に適合するかどうかの確認を行うため、機構の使用に係る電子計算機と

自動車特定整備事業者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

次号において同じ。）を使用する事業場にあっては、当該検査整備用電子情報処理組織の安全性を確保

するために必要な措置を講ずること。

（6 の 4）検査整備用電子情報処理組織を使用する事業場にあっては、当該検査整備用電子情報処理組織

を使用して機構の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに情報を記録するときは、正確な情報

を記録すること。

（7） 事業場ごとに、当該事業場において特定整備に従事する従業員であって、かつ、次のイからハまで

に掲げる事業場の区分に応じ、当該イからハまでに定める者のうち少なくとも１人に特定整備及び
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法第９１条の特定整備記録簿の記載に関する事項を統括管理させること（自ら統括管理する場合を含

む。）。ただし、当該事項を統括管理する者（以下「整備主任者」という。）は、他の事業場の整備主任

者になることができない。

イ　分解整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）　次の (1) から (4) までに掲げる事業場の区分に

応じ、当該 (1) から (4) までに定める者。

(1) 原動機を対象とする分解整備を行う事業場（(2) に掲げるものを除く。）

  検定規則の規定による一級自動車整備士（総合）又は二級自動車整備士（総合）の技能検定に

合格した者

(2) 原動機を対象とする分解整備を行う事業場であって、対象とする自動車が二輪の小型自動車の

みであるもの

  検定規則の規定による一級又は二級の自動車整備士の技能検定に合格した者

(3) 原動機を対象とする分解整備を行わない事業場（(4) に掲げるものを除く。）

  検定規則の規定による一級自動車整備士（総合）若しくは二級自動車整備士（総合）の技能検

定に合格した者又は検定規則の規定による自動車車体・電子制御装置整備士の技能検定に合格し

た者であって国土交通大臣が定める講習を修了した者

(4) 原動機を対象とする分解整備を行わない事業場であって、対象とする自動車が二輪の小型自動

車のみであるもの

  検定規則の規定による一級若しくは二級の自動車整備士の技能検定に合格した者又は検定規則

の規定による自動車車体・電子制御装置整備士の技能検定に合格した者であって国土交通大臣が

定める講習を修了した者

ロ　電子制御装置整備を行う事業場（ハに掲げるものを除く。）

検定規則の規定による一級自動車整備士（総合）、二級自動車整備士 ( 総合）、自動車車体・電子制

御装置整備士又は自動車電気・電子制御装置整備士の技能検定に合格した者

ハ　分解整備及び電子制御装置整備を行う事業場次の (1) 又は (2) に掲げる事業場の区分に応じ、当該 (1)

又は (2) に定める者

(1) 原動機を対象とする分解整備を行う事業場検定規則の規定による一級自動車整備士（総合）又

は二級自動車整備士（総合）の技能検定に合格した者

(2) 原動機を対象とする分解整備を行わない事業場検定規則の規定による一級自動車整備士（総合）

若しくは二級自動車整備士（総合）の技能検定に合格した者又は検定規則の規定による自動車車体・

電子制御装置整備士の技能検定に合格した者であって国土交通大臣が定める講習を修了した者

(8) 整備主任者であって次に掲げるものに運輸監理部長又は運輸支局長が行う研修を受けさせること。

イ　整備主任者として新たに届け出た者

ロ　最後に当該研修を受けた日の属する年度の末日を経過した者

(9) 事業場以外の場所において特定整備を行う場合にあっては、当該特定整備の適切な実施のために必要

なものとして国土交通大臣が定める要件を満たすこと。

(10) 他人に対して法若しくは法に基づく命令若しくは処分に違反する行為（以下この号において「違反

行為」という。）をすることを要求し、依頼し、若しくは唆し、又は他人が違反行為をすることを助け

ないこと。
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２　自動車特定整備事業者は、整備主任者に関する次に掲げる事項を、自動車特定整備事業の開始の日又

は次に掲げる事項に変更のあった日から１５日以内に、運輸監理部長又は運輸支局長に届け出なければ

ならない。

(1) 届出者の氏名又は名称及び住所

(2) 整備主任者が統括管理業務を行う事業場の名称及び所在地

(3) 整備主任者の氏名、生年月日及び統括管理業務の開始の日

３　前項の届出書には、同項第３号の者が第１項第７号本文に規定する者に該当することを証する書面を

添付しなければならない。

第２０号様式（自動車特定整備事業者の標識）（第６２条関係）

備　考

（1）自動車特定整備事業者の標識は、図示の例により、自動車特定整備事業者の標章、認証を行った地

方運輸局長名、自動車特定整備事業の種類及び対象とする自動車の種類をそれぞれ表示すること。こ

の場合において、対象とする自動車の種類は、次の区分により表示すること。

普通自動車（大型） （普通自動車のうち車両総重量が８トン以上のもの、最大積載量が５トン以上
のもの又は乗車定員 30 人以上のものを対象とする場合に限る。）

普通自動車（中型） （普通自動車のうち最大積載量が２トンを超えるもの又は乗車定員が 11 人以上
のものであって、普通自動車（大型）以外のものを対象とする場合に限る。）

普通自動車（小型） （普通自動車のうち貨物の運送の用に供するもの又は散水自動車、広告宣伝用
自動車、霊きゅう自動車その他特種の用途に供するものであって、普通自動車

（大型）及び普通自動車（中型）以外のものを対象とする場合に限る。）

普通自動車（乗用） （普通自動車のうち普通自動車（大型）及び普通自動車（中型）及び普通自動車（小
型）以外のものを対象とする場合に限る。）

小型四輪自動車
小型三輪自動車
小型二輪自動車
軽自動車
大型特殊自動車
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（2）自動車特定整備事業の種類が二種類以上にわたるものにあつては「小
普通

型自動車特定整備事業」のよ

うに表示すること。この場合において、「普通」及び「小型」の文字は、図示の寸法にかかわらず、縦

25 ミリメートルとする。

（3）対象とする整備の種類又は装置を限定する場合は、図示の例により、その旨を表示すること。

（4）対象とする自動車の種類のうち、対象とする装置を限定しないものが４以上のときは、左右二列に

配置すること。

（5）寸法の単位は、「ミリメートル」とする。

（6）標識は、金属製又は合成樹脂製とすること。

（7）標識の塗色は、第３条第１号から第７号までに掲げる分解整備の全部及び電子制御装置整備を行う

事業場のものにあっては若草色地に黒文字、それ以外のものにあっては橙黄色地に黒文字とし、標章

は赤色とすること。
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（3）自動車点検基準

制　　定　昭和２６年８月１０日　運輸省令第７０号

最終改正　令和５年１０月２０日　国土交通省令第８６号

第１条（日常点検基準）道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号。以下「法」という。）第４７条の

２第１項の国土交通省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲げる自動車の区分に応じ、当該各号

に定めるとおりとする。

（1） 法第４８条第１項第１号及び第２号に掲げる自動車　別表第１（※Ｐ１５）

（2） 法第４８条第１項第３号に掲げる自動車　別表第２（※Ｐ１５）

第２条（定期点検基準）法第４８条第１項の国土交通省令で定める技術上の基準は、次の各号に掲げる

自動車の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

（1） 法第４８条第１項第１号に掲げる自動車（被けん引自動車を除く。）別表第３（※Ｐ１６）

（2） 法第４８条第１項第１号に掲げる自動車（被けん引自動車に限る。）別表第４（※Ｐ１９）

（3） 法第４８条第１項第２号に掲げる自動車（二輪自動車を除く。）別表第５（※Ｐ２０）

（4） 法第４８条第１項第２号に掲げる自動車（二輪自動車に限る。）別表第５の２（※Ｐ２３）

（5） 法第４８条第１項第３号に掲げる自動車（二輪自動車を除く。）別表第６（※Ｐ２５）

（6） 法第４８条第１項第３号に掲げる自動車（二輪自動車に限る。）別表第７（※Ｐ２７）

第３条　法第４８条第１項第１号の国土交通省令で定める自家用自動車は、次に掲げる自動車とする。

（1） 車両総重量８トン以上の自家用自動車

（2） 車両総重量８トン未満で乗車定員１１人以上の自家用自動車

（3） 次に掲げる自動車であって、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第８０条第１項の規定に

より受けた許可に係る自家用自動車（前２号に掲げるもの及び二輪自動車（側車付二輪自動車を含む）

を除く。）

イ　貨物の運送の用に供する普通自動車及び小型自動車

ロ　専ら幼児の運送を目的とする普通自動車及び小型自動車

ハ　人の運送の用に供する三輪自動車

ニ　散水自動車、広告宣伝用自動車、霊きゅう自動車その他特種の用途に供する普通自動車及び小

型自動車

ホ　大型特殊自動車

ヘ　検査対象外軽自動車

２　法第４８条第１項第２号の国土交通省令で定める自家用有償旅客運送の用に供する自家用自動車は、

次に掲げる自動車とする。

（1） 法第６１条第２項第２号に規定する自家用乗用自動車

（2) 患者の輸送の用に供する車その他特種の用に供する検査対象軽自動車（人の運送の用に供する三輪

のものを除く。）

３　法第４８条第１項第２号の国土交通省令で定める自家用自動車は、次に掲げる自動車とする。

（1) 道路運送法第７８条第２号に規定する自家用有償旅客運送の用に供する自家用自動車（前項に規

定するものを除く。）
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（2） 道路運送法第８０条第１項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車

（3） 貨物の運送の用に供する自家用普通自動車及び小型自動車

（4） 専ら幼児の運送を目的とする自家用普通自動車及び小型自動車

（5） 自家用三輪自動車

（6） 広告宣伝用自動車その他特種の用途に供する自家用普通自動車及び小型自動車（二輪自動車（側車

付二輪自動車を含む。）を除く。）

（7） 自家用大型特殊自動車

（8） 自家用検査対象外軽自動車（二輪の軽自動車を除く。）

第４条（点検整備記録簿の記載事項等）法第４９条第１項第５号の国土交通省令で定める事項は、次の

とおりとする。

（1） 登録自動車にあっては自動車登録番号、法第６０条第１項後段の車両番号の指定を受けた自動車

にあっては車両番号、その他の自動車にあっては車台番号

（2） 点検又は特定整備時の総走行距離

（3） 点検又は整備を実施した者の氏名又は名称及び住所（点検又は整備を実施した者が使用者と同一

の者である場合にあっては、その者の氏名又は名称）

２　点検整備記録簿の保存期間は、その記載の日から、第２条第１号から第４号に掲げる自動車にあっ

ては１年間、同条第５号及び第６号に掲げる自動車にあっては２年間とする。

第５条（点検等の勧告に係る基準）法第５４条第４項の国土交通省令で定める劣化又は摩耗により生ず

る状態（法第７１条の２第２項において準用する場合を含む。）は、別表第８に掲げるとおりとする。

２　法第５４条第４項の国土交通省令で定める点検（法第７１条の２第２項において準用する場合を含

む。）は、次の各号に掲げる自動車の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

（1） 法第４８条第１項第１号に掲げる自動車（被けん引自動車を除く。）　別表第３に定める１２月ご

とに行う点検

（2） 法第４８条第１項第１号に掲げる自動車（被けん引自動車に限る。）　別表第４に定める１２月ご

とに行う点検

（3） 法第４８条第１項第２号に掲げる自動車（二輪自動車を除く。）別表第５に定める１２月ごとに行

う点検

（4） 法第４８条第１項第２号に掲げる自動車（二輪自動車に限る。） 別表第５の２に定める１２月ごと

に行う点検

（5） 法第４８条第１項第３号に掲げる自動車（二輪自動車を除く。）　別表第６に定める２年ごとに行

う点検

（6） 法第４８条第１項第３号に掲げる自動車（二輪自動車に限る。）　別表第７に定める２年ごとに行

う点検

第６条（自動車車庫の基準）法第５６条の技術上の基準は、次のとおりとする。

（1） 自動車車庫は、自動車車庫以外の施設と明りょうに区画されていること。

（2） 自動車車庫の面積は、常時保管しようとする自動車について、第１条に定める日常点検並びに当

該自動車の清掃及び調整が実施できる充分な広さを有すること。
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（3） 自動車車庫は、左の表に掲げる測定用器具、作業用器具、工具及び手工具（当該自動車車庫に常

時保管しようとするすべての自動車に備えられているものを除く。）を有すること。

測　定　用　器　具 作 業 用 器 具、工 具 手　　　工　　　具
イ　物さし又は巻尺
ロ　タイヤ・ゲージ
ハ　タイヤ・デプス・ゲージ
ニ　（蓄電池の充放電の測定具）

イ　ジャッキ又はリフト
ロ　注油器
ハ　ホイール・ナット・レンチ
ニ　輪止め
ホ　（タイヤの空気充てん具）
ヘ　（グリース・ガン）
ト　（点検灯）
チ　（トルク・レンチ）

イ　両口スパナ
ロ　ソケット・レンチ
ハ　プラグ・レンチ
ニ　モンキー・レンチ
ホ　プライヤ
ヘ　ペンチ
ト　ねじ回し
チ　（ハンド・ハンマ）
リ　（点検用ハンマ）

プラグ・レンチについては、ジーゼル自動車のみの車庫には適用しない。
括弧内のものは、有していることが望ましいものを示す。

第７条（自動車の点検及び整備に関する情報）法第５７条の２第１項の規定による自動車の型式に固有

の技術上の情報の提供は、次に定めるところにより行うものとする。

（1） 当該自動車の販売を開始した日から６月以内に行うこと。

（2） 自動車特定整備事業者又は使用者が容易に入手できる方法により行うこと。ただし、少数生産車で

あること等により当該提供を受ける者が限定される場合又は次項（第２号に係る部分に限る。）の規定

により情報を提供する場合にあっては、この限りでない。

（3） 自動車特定整備事業者又は使用者が第３項第３号に規定する作業機械（自動車製作者等が自ら製

作、販売、授与又は貸与するものに限る。）の情報を用いて点検及び整備をすることができるよう、当該

作業機械を提供すること。

（4） 提供した情報を変更したときは、これを周知させるための措置を講ずること。

２　前項の規定による提供は、次のとおりとすることができる。

（1） 有償（合理的かつ妥当な金額であって、不当に差別的でないものに限る。）とすること。

（2） 自動運行装置その他点検及び整備のために通常利用される技術よりも高度な技術を利用する装置

に係る情報を提供する場合にあっては、当該情報の提供を受ける者を、当該情報に基づく点検及び整

備を適確に実施するに足りる能力及び体制を有することが確認された者に限ること。

（3） 当該自動車の流通の状況からみて当該提供を受ける者が著しく少数となった場合においては、当該

提供を終了すること。

３　法第５７条の２第１項の国土交通省令で定める技術上の情報は、次に掲げるものとする。ただし、自

動車の点検及び整備の目的以外の目的で使用されることにより、当該自動車について保安上及び公害防

止上支障があるものとして国土交通大臣が定めるものを除く。

（1） 自動車の故障の状態を識別するための番号、記号その他の符号

（2） 道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）第４５条の４第２号に規定する装置の構

造及び作動条件に関する情報

（3） 法第４９条第２項に規定する特定整備に必要な自動車の構造及び装置に関する情報、点検及び整備

の実施の方法に関する情報並びに作業機械の情報

（4） 前３号に掲げるもののほか、自動車の点検及び整備の適切な実施のために必要なものとして国土交
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通大臣が定める情報

第８条　法第５７条の２第２項の国土交通省令で定める技術上の情報は、点検（法第４７条の２及び第４８

条の規定によるものを除く。）の箇所、時期及び実施の方法並びに当該点検の結果必要となる整備の実施

の方法とする。

附　　則〔昭和２６年８月１０日　運輸省令第７０号〕（抄）

１　この省令は、公布の日から施行し、昭和２６年７月１日から適用する。

～

附　　則〔令和５年１０月２０日　国土交通省令第８６号〕抜粋

この省令は令和５年１２月２１日から施行する。
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（注）①（※１）印の点検は、人の運送の用に供する自動車に限る。
②（※２）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行った日以降の走行距離が３

月当たり２，０００Km 以下の自動車については、前回の当該点検を行うべきこととされる時期に当該
点検を行わなかった場合を除き、行わないことができる。

③（※３）印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員３０人以上の自動車に限る。
④（※４）印の点検は、点火プラグが白金プラグ又はイリジウム・プラグの場合は、行わないことが

できる。
⑤（※５）印の点検は、大型特殊自動車を除く。
⑥（※６）印の点検は、原動機、制動装置、アンチロック・ブレーキシステム及びエアバッグ（かじ

取り装置並びに車枠及び車体に備えるものに限る。）、衝突被害軽減制動制御装置、自動命令型操舵
機能及び自動運行装置に係る識別表示（道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 74 号）に
適合しないおそれがあるものとして警報するものに限る。）の点検をもって代えることができる。

⑦（※ 7）印の点検は、ディストリビュータを有する自動車に限る。
⑧（※ 8）印の点検は、圧縮天然ガス、液化天然ガス及び圧縮水素を燃料とする自動車に限り、大型特

殊自動車及び検査対象外軽自動車を除く。
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別表第５（自家用貨物自動車等の定期点検基準）（第２条、第５条関係）
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（注）①（※１）印の点検は、大型特殊自動車にあっては、行わなくてもよい。
②（※２）印の点検は、大型特殊自動車に限る。
③（※３）印の点検は、道路運送法第８０条第１項の規定により受けた許可に係る自動車に限る。
④（※４）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行った日以降の走行距離が６

月当たり４，０００Km 以下の自動車については、前回の当該点検を行うべきこととされる時期に当該
点検を行わなかった場合を除き、行わないことができる。

⑤（※５）印の点検は、点火プラグが白金又はイリジウム・プラグの場合は、行わないことができる。
⑥（※６）印の点検は、大型特殊自動車を除く。
⑦（※７）印の点検は、原動機、制動装置、アンチロック・ブレーキシステム及びエアバッグ（かじ

取り装置並びに車枠及び車体に備えるものに限る。）、衝突被害軽減制動制御装置、自動命令型操舵
機能及び自動運行装置に係る識別表示（道路運送車両の保安基準に適合しないおそれがあるものと
して警報するものに限る。）の点検をもって代えることができる。

⑧（※７）印の点検は、ディストリビュータを有する自動車に限る。
⑨（※９）印の点検は、圧縮天然ガス、液化天然ガス及び圧縮水素を燃料とする自動車に限り、大型

特殊自動車及び検査対象外軽自動車を除く。
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別表第５の２（有償で貸し渡す自家用二輪自動車等の定期点検基準）（第２条、第５条関係）

点検時期

点検箇所
６　月　ご　と

12 月 ご と

（

（

６月ごとの点検に次
の点検を加えたもの

か
じ
取
り
装
置

ハンドル 操作具合

フロント・フォー
ク

ステアリング・ステムの軸受部のが
た

１　損傷
２　ステアリング・ステムの取付状

態

制　
　
　
　

動　
　
　
　

装　
　
　
　

置

ブレーキ・ペダ
ル 及 び ブ レ ー
キ・レバー

１　遊び
２　ブレーキの効き具合

ロッド及びケー
ブル類

緩み、がた及び損傷

ホース及びパイ
プ

漏れ、損傷及び取付状態

マスタ・シリンダ、
ホイール・シリン
ダ及びディスク・
キャリパ

液漏れ 機能、摩耗及び損傷

ブレーキ・ドラ
ム 及 び ブ レ ー
キ・シュー

（※１）１　ドラムとライニングとの
すき間

（※１）２　シューの摺
しゅう

動部分及びラ
イニングの摩耗

ドラムの摩耗及び損傷

ブレーキ・ディ
スク及びパッド

（※１）１　ディスクとパッドとのす
き間

（※１）２　パッドの摩耗

ディスクの摩耗及び損傷

走　

行　

装　

置

ホイール （※１）１　タイヤの状態
２　ホイール・ナット及びホ

イール・ボルトの緩み
（※１）３　フロント・ホイール・ベ

アリングのがた
（※１）４ リヤ・ホイール・ベアリン

グのがた

緩
衝
装
置

サ ス ペ ン シ ョ
ン・アーム

連結部のがた及びアームの損傷

ショック・アブ
ソーバ

油漏れ及び損傷

動
力
伝
達
装
置

クラッチ クラッチ・レバーの遊び 作用

ト ラ ン ス ミ ッ
ション

（※１）　油漏れ及び油量

プロペラ・シャ
フト及びドライ
ブ・シャフト

継手部のがた

チェーン及びス
プロケット

１ チェーンの緩み
２ スプロケットの取付状態及び摩耗

ドライブ・ベルト （※１）　摩耗及び損傷
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電
気
装
置

点火装置 （※１）（※２）
１　点火プラグの状態
２　点火時期

バッテリ ターミナル部の接続状態

電気配線 接続部の緩み及び損傷

原　
　
　

動　
　
　

機

本体 （※１）１　エア・クリーナ・エレメ
ントの状態

２　低速及び加速の状態

３　排気の状態

潤滑装置 油漏れ

燃料装置 １　燃料漏れ

２　リンク機構の状態

３　スロットル・バルブ及びチョー
ク・バルブの作動状態

冷却装置 水漏れ

ば
い
煙
、悪
臭
の
あ
る
ガ
ス
、有
害
な
ガ
ス
等
の
発
散
防
止
装
置

ブローバイ・ガ
ス還元装置

配管の損傷

燃料蒸発ガス排
出抑止装置

１　配管等の損傷

２　チャコール・キャニスタの詰ま
り及び損傷

３　チェック・バルブの機能
一酸化炭素等発
散防止装置

１　二次空気供給装置の機能

２　配管の損傷及び取付状態

エグゾースト・パイ
プ及びマフラ

（※１）　取付けの緩み及び損傷 マフラの機能

高圧ガスを燃料とす
る燃料装置等

１　導管及び継手部のガス漏れ及び
損傷

（※３）２　ガス容器及びガス容器附
属品の損傷

ガス容器取付部の緩み及び損傷

フレーム 緩み及び損傷

その他 シャシ各部の給油脂状態

（注）①（※１）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行った日以降の走行距離が
６月当たり１千５百キロメートル以下の自動車については、前回の当該点検を行うべき
こととされている時期に当該点検を行わなかった場合を除き、行わないことができる。

②（※２）印の点検は、点火プラグが白金プラグ又はイリジウム・プラグの場合は、行わないこと
ができる。

③（※ 3）印の点検は、圧縮天然ガス、液化天然ガス及び圧縮水素を燃料とする自動車に限り、検査

対象外軽自動車を除く。
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別表第６（自家用乗用自動車等の定期点検基準）（第２条、第５条関係）
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（注）① 法第６１条第２項の規定により自動車検査証の有効期間を３年とされた自動車にあっては、２年目
の点検は１年ごとの欄に掲げる基準によるものとし、３年目の点検は２年ごとの欄に掲げる基準に
よるものとする。

②（※１）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行った日以降の走行距離が１
年当たり５，０００Km 以下の自動車については、前回の当該点検を行うべきこととされる時期に当該
点検を行わなかった場合を除き、行わないことができる。

③（※２）印の点検は、点火プラグが白金又はイリジウム・プラグの場合は、行わないことができる。
④（※３）印の点検は、原動機、制動装置、アンチロック・ブレーキシステム及びエアバッグ（かじ

取り装置並びに車枠及び車体に備えるものに限る。）、衝突被害軽減制動制御装置、自動命令型操舵
機能及び自動運行装置に係る識別表示（道路運送車両の保安基準に適合しないおそれがあるものと
して警報するものに限る。）の点検をもって代えることができる。

⑤（※４）印の点検は、ディストリビュータを有する自動車に限る。
⑥（※５）印の点検は、圧縮天然ガス、液化天然ガス及び圧縮水素を燃料とする自動車に限る。
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別表第７（二輪自動車の定期点検基準）（第２条、第５条関係）
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（注）① 法第６１条第２項の規定により自動車検査証の有効期間を３年とされた自動車にあっては、２年目
の点検は１年ごとの欄に掲げる基準によるものとし、３年目の点検は２年ごとの欄に掲げる基準に
よるものとする。

②（※１）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行った日以降の走行距離が１年
当たり１，５００Km 以下の自動車については、前回の当該点検を行うべきこととされる時期に当該点
検を行わなかった場合を除き、行わないことができる。

③（※２）印の点検は、点火プラグが白金又はイリジウム・プラグの場合は、行わないことができる。
④（※３）印の点検は、圧縮天然ガス、液化天然ガス及び圧縮水素を燃料とする自動車に限り、検査対

象外軽自動車を除く。
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２．通達等
（1）自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）（抜粋）

国自整第３５３号
令和２年４月１日

最終改正　国自整第７７号　
令和７年７月８日

物流・自動車局長
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別添

自動車整備事業の取扱い及び指導要領

目次

第１節　用語の定義

第２節　自動車特定整備事業の認証に係る取扱い及び指導要領

第３節　優良自動車整備事業者の認定に係る運用要領

第４節　指定自動車整備事業の指定に係る取扱い及び指導要領

第５節　整備主任者及び自動車検査員等の研修等

第６節　訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い及び指導要領

第１節　用語の定義

　　この通達における用語の定義は次の各号の定めるところによる。

　（1�）「法」とは、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）をいう。

　（2�）「施行規則」とは、道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）をいう。

　（3�）「優良規則」とは、優良自動車整備事業者認定規則（昭和 26 年運輸省令第 72 号）をいう。

　（4�）「指定規則」とは、指定自動車整備事業規則（昭和 37 年運輸省令第 49 号）をいう。

　（5�）「保安基準」とは、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）をいう。

　（6�）「実施規程」とは、自動車特定整備事業者が事業場以外の場所において特定整備を行う場合

の実施規程（令和７年国土交通省告示第 25 号）をいう。

　（7�）「特定整備」とは、法第 49 条第２項に規定する特定整備をいう。

　（8�）「分解整備」とは、施行規則第３条第１号から第７号までに規定する自動車の整備又は改造

をいう。

　（9�）「電子制御装置整備」とは、施行規則第３条第８号又は第９号に規定する自動車の整備又は

改造をいう。

　（1�0）「大型車」とは、車両総重量８トン以上、最大積載量５トン以上又は乗車定員 30 人以上

の自動車をいう。

　（1�1）「省力化機器」とは、以下に掲げるア～ウに掲げるものであって、大型車に係る作業に対

応した能力を有するものをいう。

　　ア�　電動クレーン（動力をもって荷を吊り上げ、水平に運搬することができるもの。）又はト

ランスミッション・ジャッキ（プロペラシャフト・ジャッキ、トランスミッション・リフ

ト等のミッション、プロペラシャフトやアクスル等の装置を支え、持ち上げる機器を含む。）

　　イ�　ホイールドーリー（タイヤ・ホイールの脱着作業や移動を効率的に行う機器。）

　　ウ�　増力装置付きシグナル式トルクレンチ又はトルク設定型インパクトレンチ（機器の名称

に関わらず、トルク設定機能を有し、倍力機構又は動力をもってナットの締結作業を行う

工具を含む。）

　（1�2）「訪問特定整備」とは、実施規程第２条第１号に規定する訪問特定整備をいう。
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　（1�3）「限定訪問特定整備」とは、実施規程第２条第２号に規定する限定訪問特定整備をいう。

　（1�4）「訪問特定整備等」とは、実施規程第３条第１項に規定する訪問特定整備等をいう。

　（1�5）「訪問特定整備等事業者」とは、実施規程第３条第３項に規定する訪問特定整備等事業者

をいう。

　（1�6）「整備士」とは、自動車整備士技能検定規則（昭和 26 年運輸省令第 71 号）の規定による

自動車整備士をいう。

　（1�7）「訪問特定整備等管理者」とは、実施規程第５条に規定する訪問特定整備等管理者をいう。

　（1�8）「訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第１項に規定する訪問特定整備士であって、実

施規程第３条第１項の届出に係る事業場の従業員をいう。

　（1�9）「準訪問特定整備士」とは、実施規程第４条第２項に規定する準訪問特定整備士であって、

実施規程第３条第１項の届出に係る事業場の従業員をいう。

　（2�0）「訪問車体・電気装置整備士」とは、実施規程第４条第３項に規定する訪問車体・電気装

置整備士であって、実施規程第３条第１項の届出に係る事業場の従業員をいう。

　（2�1）「訪問特定整備士等」とは、実施規程第４条第４項に規定する訪問特定整備士等をいう。

　（2�2）「訪問特定整備等教育」とは、実施規程第６条に規定する訪問特定整備等教育をいう。

第２節　自動車特定整備事業の認証に係る取扱い及び指導要領

　�　法第 79 条による自動車特定整備事業の認証申請等の取扱いについては、施行規則の規定によ

るほか、別添１「自動車特定整備事業の認証に係る取扱い及び指導要領」により取り扱うもの

とする。

第３節　優良自動車整備事業者の認定に係る運用要領

　�　法第 94 条による優良自動車整備事業者の認定申請等の取扱いについては、優良規則の規定に

よるほか、別添２「優良自動車整備事業者の認定に係る運用要領」により取り扱うものとする。

第４節　指定自動車整備事業の指定に係る取扱い及び指導要頷

１�　法第 94 条の２による指定自動車整備事業の指定申請等における申請書、添付書面等の取扱い

については、別添 3「指定自動車整備事業の指定に係る取扱い及び指導要領」により取り扱う

ものとする。

２�　法第 94 条の５第１項又は第 94 条の５の２第１項の規定により保安基準適合証、保安基準適

合標章又は限定保安基準適合証を交付する場合の取扱い等については、別添３の２「紙による

保安基準適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証の取扱要領」、同法第 94 条の５第

２項、第３項により保安基準適合証に記載すべき事項を電磁的方法により登録情報処理機関に

提供する場合の取扱い等については、別添３の３「電磁的方法による保安基準適合証、保安基

準適合標章の取扱要領」により取り扱うものとする。
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第５節　整備主任者及び自動車検査員等の研修等

　�　整備主任者及び自動車検査員等の研修等においては、次に掲げる事項により行うものとする。

１　整備主任者研修の実施事項

　�　法第 91 条の３の規定に基づく同法施行規則第 62 条の２の２第１項第８号に規定する研修に

ついては、「道路運送車両法の一部を改正する法律等の施行について」（昭和 58 年 5 月 23 日付け、

自整第 126 号、自安第 100 号）による取扱いのほか、次に掲げる事項について、別添４「整備

主任者研修実施要領」により行うものとする。

　①　自動車の構造及びその整備の方法

　②　自動車の検査方法

　③　自動車整備検査用機械器具の取扱方法

　④　整備事業に関する法令及び通達その他整備主任者に必要な事項

２　自動車検査員研修の実施事項

　�　法第 94 条の４に基づき指定自動車整備事業者が選任し、届け出のあった自動車検査員に対す

る指定規則第 14 条に規定する研修については、次に掲げる事項について、別添５「自動車検査

員研修実施要領」により行うものとする。

　①　自動車の検査方法

　②　自動車検査用機械器具の取扱方法

　③　自動車検査業務に関連する法令及び通達、その他自動車検査員に必要な事項

３　自動車検査員教習の実施事項

　　自動車検査員教習については、次に掲げる事項について行うものとする。

　①　自動車の検査方法

　②　自動車検査用機械器具の構造及び取扱方法

　③　自動車検査業務に関連する法令及び通達、その他自動車検査員に必要な事項

４　整備主任者等資格取得講習の実施事項

　�　整備主任者等資格取得講習については、次に掲げる事項について、「電子制御装置整備の整

備主任者等に係る運輸支局長等が行う講習について」（令和２年２月６日付け国自整第 265 号）

により行うものとする。

　①�　自動車特定整備事業（電子制御装置整備に係る項目に限る。）に係る法令及び運用等に関す

ること。

　②�　電子制御装置整備に関し、保有する自動車整備士資格において不足する知識及び技能を補

うものであって、実務として発生する整備作業を含むこと。
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第６節　訪問特定整備等事業者の要件に係る取扱い及び指導要領

　�　施行規則第 62 条の２の２第１項第９号に規定する訪問特定整備等事業者が満たすべき要件等

の取扱いについては、実施規程の規定によるほか、別添６「訪問特定整備等事業者の要件に係

る取扱い及び指導要領」により取り扱うものとする。

附則

１．本規定は、令和２年４月１日から施行する。

２�．別紙２中種別 B 欄（電子制御装置点検整備作業場を除く。）の基準については、平成８年６

月 30 日以前に、優良自動車整備事業者の認定を受けた者（事業場の位置を変更するものを除く。）

にあっては、廃止前の「指定自動車整備事業規則等の取扱について（依命通達）」及び「優良自

動車整備事業者認定規則の運用について（依命通達）」の一部改正について」（平成７年３月 27

日付け自整第 62 号）の改正前の種別 B 欄の基準とする。

３�．道路運送車両法施行規則等の一部を改正する省令（令和２年国土交通省令第６号。以下「改

正省令」という。）附則第８条の規定において、法第 94 条第１項の規定による優良自動車整備

事業者の認定の申請をしている者は、次の各号に掲げる基準により判断をする。

　（1�）令和３年 10 月１日以前に、優良自動車整備事業者の認定の申請を行い、その結果の通知

を受けていないこと

　（2�）令和３年 10 月１日以前に、自動車特定整備事業の認証を受けている者であって、令和６

年３月 31 日までに優良自動車整備事業者の認定（優良自動車整備事業者認定規則第５条及

び第６条に係る認定に限る。）を受けようとしていること

４�．改正省令附則第９条の規定において、法第 94 条の２第１項の規定による指定自動車整備事業

の指定の申請をしている者は、次の各号に掲げる基準により判断をする。

　（1�）令和３年 10 月１日以前に、指定自動車整備事業者の申請を行い、その結果の通知を受け

ていないこと

　（2�）令和３年 10 月１日以前に、自動車特定整備事業の認証を受けている者であって、令和６

年３月 31 日までに指定自動車整備事業の指定を受けようとしていること

５�．改正省令附則第４条各号の全ての規定の適用を受けている指定自動車整備事業者にあっては、

令和６年３月 31 日までは、電子制御装置整備に係る認証の取得の有無にかかわらず、道路運送

車両法施行規則第３条第８号に規定する運行補助装置を備えている自動車に係る法第 94 条の５

第１項又は第 94 条の５の２第１項の規定による保安基準適合証、保安基準適合標章又は限定保

安基準適合証の交付を行うことができる。

６�．改正省令附則第９条の規定によりなお従前の例によることとされている者にあっては、電子

制御装置整備に係る認証の取得の有無にかかわらず、当面の間、施行規則第３条第８号に規定

する運行補助装置又は同条第９号に規定する自動運行装置を備えていない自動車に係る法第 94

条の５第１項又は第 94 条の５の２第１項の規定による保安基準適合証、保安基準適合標章又は

限定保安基準適合証の交付を行うことができる。
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７�．本規定の施行の際現に、平成 22 年４月 30 日以前に指定自動車整備事業者が配布を受けた適

合証綴にあっては、廃止前の「保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の

取扱いについて」（平成７年３月 27 日付け自技第 43 号、自整第 63 号）によりなお従前の例に

よるものとする。

附則（令和５年３月 27 日　国自整第 266 号）

１�．本規定は、令和５年４月１日から施行する。なお、検査用スキャンツールに係る申請又は届

出以外のものに関しては、令和６年９月 30 日までの間、従前の例とすることができる。

２�．令和６年 10 月１日において、道路運送車両法第 94 条の２第１項の規定による指定を受けて

いる者及び当該指定の申請をしている者（検査用スキャンツールに係る申請又は届出をした者

を除く。）については、令和６年 10 月１日以後、初めて事業場の位置を変更するまでの間は、

なお従前の例によるものとする。

３�．指定自動車整備事業規則等の一部を改正する省令（令和３年国土交通省令第 66 号。）附則第

３条の規定により、なお従前の例によることとされている者にあっては、検査用スキャンツー

ルの備付の有無にかかわらず、当面の間、車載式故障診断装置の診断の結果についての検査が

対象外となる自動車に係る法第 94 条の５第１項又は第 94 条の５第２の第１項の規定による保

安基準適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証の交付を行うことができる。

附則（令和７年３月 31 日　国自整第 232 号）

　�　本改正規定は、令和７年３月 31 日から施行する。ただし、第６節あっては令和７年６月 30

日から施行する。

附則（令和７年７月８日国自整第 77 号）

１�．本改正規定は、令和７年７月８日から施行する。ただし、本改正規定の様式については、当

分の間、なお従前の例によることができる。

２�．自動車整備士技能検定規則等の一部を改正する省令（令和７年国土交通省令第 82 号）附則第

２条の規定によりなお従前の例によることとされている者にあっては、別添６　第２　３（1）

キに規定する施行規則別表第五に掲げる作業機械等において、整備用スキャンツールを除く。
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別添１　自動車特定整備事業の認証に係る取扱い及び指導要領

目次

第１　自動車特定整備事業の認証に係る申請書類等

第２　自動車特定整備事業の認証における取扱い

第３　自動車特定整備事業者の遵守事項等

第４　エーミング作業を実施する場所

第５　自動車特定整備事業者の標識の塗色及び表示

第１　自動車特定整備事業の認証に係る申請書類等

　�　自動車特定整備事業の認証に係る申請及び届出等における申請書類等については、別紙１に

よることとする。

第２　自動車特定整備事業の認証における取扱い

１�　自動車特定整備事業に係る従業員については、優良自動車整備事業に係る事業場管理責任者、

主任技術者及び工員と兼務しても差し支えない。

２�　作業機械等については、優良自動車整備事業に係る機械工具及び計器類と兼用しても差し支

えない。

３�　自動車特定整備事業の屋内作業場に自動車整備作業に必要な機械及び車体整備作業に使用す

るフレーム修正機、埋込式固定治具又はレールが設置されている床面であって整備作業に支障

がないと判断される場合には、施行規則第 57 条第３号に規定する床面とみなして差し支えない。

４�　整備作業等に支障がないと判断される場合には、自動車特定整備事業の屋内作業場、電子制

御装置点検整備作業場及び車両置場については、それぞれ優良自動車整備事業に係る作業場及

び車両置場と兼用しても差し支えない。

５�　電子制御装置点検整備作業場については、指定自動車整備事業に係る完成検査場と兼用して

も差し支えない。この場合において、完成検査場で行える作業は、電子制御装置整備のうち施

行規則第３条第８号ハに係る作業以外とする。

６　施行規則第３条第８号ハに係る作業の取扱い

　�　電子制御装置整備のうち施行規則第３条第８号ハに係る作業（当該作業に付随して行われる

同号イ及びロの取り外しを含む。）については、事業場の敷地内（完成検査場及び車両置場を除

く。）で実施することができる。

　�　また、次に掲げる要件を満たす場合において、事業場の一部として取扱い、当該作業を実施

することができる。

　（1�）９（2）に掲げる規模の作業場を有すること。

　（2�）自動車により当該事業場の所在地から離れた作業場に至る所要時間がおおむね１時間以内

の位置にあること。

７　離れた電子制御装置点検整備作業場の取扱い
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　�　事業場の所在地と所在地を異にする作業場（電子制御装置点検整備作業場に限る。以下「離

れた作業場」という。）については、自動車により当該事業場の所在地から離れた作業場に至る

所要時間がおおむね１時間以内の位置にある場合には、当該作業場を事業場の一部として扱う

ことができる。

８　電子制御装置点検整備作業場及び車両置場の共同使用

　�　次に掲げる要件を満たすときは、電子制御装置点検整備作業場及び車両置場を他の事業者と

共同使用することができる。

　（1�）共同使用とする電子制御装置点検整備作業場及び車両置場（以下「電子制御装置点検整備

作業場の共用設備」という。）は、これを使用しようとする事業者の事業場と電子制御装置点

検整備作業場の共用設備との間の道路交通の状況、電子制御装置点検整備作業場の共同使用

の形態等を勘案して、これを使用しようとするすべての事業者が支障なく整備作業を行うこ

とができる位置にあり、自動車により電子制御装置点検整備作業場の共用設備に至る所要時

間が、おおむね１時間以内の位置にあること。

　（2�）電子制御装置点検整備作業場の共用設備の能力は、これを使用しようとするすべての事業

者の整備能力に対応したものであり、活用度合等において、電子制御装置点検整備作業場の

共同使用の用に耐えうる十分な余力を有するものであること。

　（3�）電子制御装置点検整備作業場の共用設備の共同使用に関して、契約等の書面により、これ

を使用しようとする全ての事業者がそれぞれの事業場のために支障なく使用することができ

る旨明確に定められていること。この場合において、共同使用のための契約は、これを使用

しようとする事業者が、複数の事業者と交わしたものであっても差し支えない。

　（4�）電子制御装置点検整備作業場の共用設備を使用して電子制御装置整備を行う自動車を一時

的に収容することができる車両置場が附置されていること。この場合において、当該共用設

備に附置されている車両置場の広さは、当該共用設備を常時使用する自動車の大きさ及び両

数に対応した面積を有しているものであること。

９　電子制御装置整備を行う事業場の所在地に関する取扱い

　�　電子制御装置整備のみを行う事業場であって離れた電子制御装置点検整備作業場を設けよう

とする場合には、次に掲げる要件を満たす場所を事業場の所在地とすること。この場合において、

事業場の所在地は、（1）の場所とし、離れた電子制御装置点検整備作業場には、電子制御装置

整備を行う自動車を一時的に収容することができる車両置場が附置されていること。

　（1�）電子制御装置整備に付随して行われる事務作業等をするための事務所等を有すること。

　（2�）下表に掲げる規模の作業場を有すること。

対象とする自動車の種類
作業場の規模の基準

間口 奥行

普通自動車（車両総重量が８トン以上のもの、最大積載
量が５トン以上のもの又は乗車定員が 30 人以上のもの
に限る。）

３メートル 11 メートル
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普通自動車（最大積載最が２トンを超えるもの又は乗車
定員が 11 人以上のものに限り、上欄に掲げるものを除
く。）

３メートル ８メートル

普通自動車（貨物の運送の用に供するもの又は散水自動
車、広告宣伝用自動車、霊きゅう自動車その他特種の用
途に供するものに限り、上二欄に掲げるものを除く。）

2.5 メートル ６メートル

普通自動車（上三欄に掲げるものを除く。） 2.5 メートル 5.5 メートル

四輪の小型自動車 2.5 メートル 5.5 メートル

三輪の小型自動車 2.5 メートル 5.5 メートル

軽自動車 ２メートル 3.5 メートル

第３　自動車特定整備事業者の遵守事項等

　�　法第 91 条の３の規定に基づく施行規則第 62 条の２の２に規定する自動車特定整備事業者が

遵守しなければならない事項の取扱い及び指導は、次のとおりとする。

１　定期点検整備作業に係る料金の掲示及びウェブサイトへの掲載

　（1�）事業場における点検又は整備の作業に係る料金の掲示及び自ら管理するウェブサイト（事

業者が自らの意思で掲載内容を変更できる自動車特定整備事業に関するホームページをいう。

以下同じ。）における料金の掲載の内容は、次のとおりとする。

　　ア�　施行規則別表第１に掲げる自動車の種別等を例に自動車の種類を区分し、点検時期別の

料金を記載したものであること。

　　イ�　掲示する料金により行う整備の作業の内容を明確にしたものであること。

　（2�）料金の掲示は、事業場の事務所の受付場所等依頼者の見易い位置に掲示するとともに、次

のいずれかに該当する場合を除き、自ら管理するウェブサイトに掲載すること。なお、同一

事業者で複数の事業場がある場合、一括してウェブサイトに掲載することができる。

　　ア�　自動車特定整備事業者の整備事業に関わる全ての従業員の数が５人以下の場合

　　イ�　自ら管理するウェブサイトを有していない場合

２�　定期点検整備作業の依頼者への説明及び概算見積りを記載した書面の交付又は、これを記録

した電磁的記録の提供

　（1�）点検又は整備の作業の依頼者に対する説明は、依頼のあった内容を十分に確認し、当該自

動車の初度登録年、走行距離等の使用実態及び過去の点検又は整備の実施状況を参考に受入

点検等を行った後、必要となると認められる整備の内容及びその整備の必要性について行う

ものとする。

　（2�）点検又は整備の作業に係る料金の概算見積りを記載した書面を交付又は、これを記録した

電磁的記録を提供した後に、作業過程において見積金額の変更を伴う整備の必要性が新たに

発見された場合には、あらかじめ依頼者の了解がある場合を除き、原則として依頼者に対し

追加整備の内容及び変更後の概算見積りについて連絡し、承諾を得たうえで作業も行うもの

とする。

　　�　また、この場合においては、事業者控の料金概算見積りを記載した書面又は、これを記録

した電磁的記録に依頼者の承諾年月日、必要となった整備の内容及び変更後の概算見積りの
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額を記載又は記録しておくこと。

３　料金の請求

　�　依頼者から依頼されない点検又は整備を不当に行い、その料金を請求するとは、依頼された

点検又は整備の作業と技術的にみて関連性がないと認められる点検又は整備の作業を行い、そ

の料金を請求することをいう。

４　不正改造の禁止

　�　保安基準に適合しなくなるように自動車の改造を行うことには、当該作業を他の事業者（下

請事業者を含む。）に依頼して行う場合を含む。

５　法第 57 条の２第１項の情報に基づく必要な点検及び整備の実施

　�　電子制御装置整備を行う場合にあっては、法第 57 条の２第１項に規定する自動車の型式に固

有の技術上の情報に基づいた手順、条件等において作業を実施しないと作業の完了に支障があ

る作業については、当該情報に基づいて点検及び整備を実施すること。

６　エーミング作業の実施における必要な措置

　�　施行規則第３条第８号に規定する運行補助装置の取り外し又は取付位置若しくは取付角度の

変更を実施した場合において、その後、エーミング作業の実施が必要となるため、エーミング

作業が実施できるよう作業場内の障害物となるものを移動させるなどして必要な空間を確保す

るとともに、エーミング作業を行う自動車に合ったターゲット等を準備するなど、エーミング

作業を適切に実施すること。

　�　また、やむを得ず、エーミング作業を他の電子制御装置整備の認証を受けている自動車特定

整備事業者に委託する場合には、確実にエーミング作業が実施されるよう委託すること。

７　離れた作業場及び電子制御装置点検整備作業場の共用設備の取扱い

　�　離れた作業場及び電子制御装置点検整備作業場の共用設備を有する事業場にあっては、次に

掲げる事項を満たすものであること。

　（1�）電子制御装置整備を行うため、当該事業場と離れた作業場間において自動車を移動させる

ときは、事業者責任のもと、十分な安全措置を講じた上で移動させること。

　（2�）事業者は、電子制御装置点検整備作業場及び車両置場の使用状況等を確実に把握し、適切

に当該作業場及び作業機械等の保守管理を実施するものであること。

第４　エーミング作業を実施する場所

　�　エーミング作業を実施するために必要なスペースが確保できない場合など、電子制御装置点

検整備作業場において実施することが困難である場合に、自動車製作者等の作成する整備要領

書等においてエーミング作業を屋外で実施することが許容されている場合には、当該事業場の

敷地内に限り、電子制御装置点検整備作業場以外の場所においてエーミング作業を実施して差

し支えないものとし、特定整備記録簿に当該エーミング作業を実施した場所及び天候などを記

載することとする。
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第５　自動車特定整備事業者の標識の塗色及び表示

１�　認証を受けた自動車特定整備事業者が事業場に掲げる法第 89 条に基づく標識の塗色は次のと

おりとする。

　（1�）施行規則第 20 号様式備考（7）「施行規則第３条第１号から第７号までに掲げる分解整備

の全部及び電子制御装置整備を行う事業場」とは、対象とする自動車のうち、少なくとも一

つの対象自動車において、分解整備の全部及び電子制御装置整備を行う事業場をいい、その

場合の標識の塗色は、若草色とする。

　（2�）（1）以外の事業場の標識の塗色は、橙黄色とする。

２�　対象とする整備の種類又は装置を限定する場合は、施行規則第 20 号様式（自動車特定整備事

業者の標識）の図示の例により、その旨を表示すること。ただし、「電子制御装置整備（運行補

助装置に限る）」場合にあっては、「電子制御装置整備（自動運行装置を除く）」と表示すること。
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（2）分解整備の定義に関する照会について

自 整 第 ２ ５ ２ 号

平成７. １０. ２５

標記について、下記１のとおり照会があり、下記２のとおり申立者に対し回答したので、通知します。

記

１．照会内容

（1）カムシャフトは形状によって、分解整備に該当するか。

（2）ターボチャージャーの追加又は交換は、分解整備に該当するか。

２．回答内容

（1）形状に係わらず、原動機の脱着を伴わない単なるカムシャフトの交換は、分解整備に該当しない。し

かしながら、交換の際、原動機の脱着を伴う場合は分解整備に該当する。

（2）原動機の脱着を伴わない単なるターボチャージャーの追加又は交換は、分解整備に該当しない。しか

しながら、追加又は交換の際、原動機の脱着を伴う場合は分解整備に該当する。

※参考Ｐ47　「道路運送車両法施行規則第３条「特定整備の定義」の解釈について」
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（3）分解整備の定義に関する照会について

自 整 第 ２ ４ 号

平成８. １. ２９

標記について、下記１のとおり照会があり、下記２のとおり申立者に対し回答したので、通知します。

記

１．照会内容

（1）重要保安部品４品目（ショック・アブソーバ（これに付随するコイルばねを含む。）、ストラット（こ

れに付随するコイルばねを含む。）、パワー・ステアリング及びトレーラ・ヒッチ）が分解整備の定義か

ら削除されたのはいつからか。

（2）重要保安部品４品目（ショック・アブソーバ（これに付随するコイルばねを含む。）、ストラット（こ

れに付随するコイルばねを含む。）、パワー・ステアリング及びトレーラ・ヒッチ）を取り外す際に、他

の分解整備の定義に該当する部位を取り外して行う作業は、分解整備に該当するか。

（3）ディスク・ブレーキのキャリパを取り外さずに、ブレーキパッドを交換する作業は、分解整備に該当

するか。

（4）リア・ブレーキ・ドラムを取り外し、再度組付けるという作業はそれだけで分解整備に該当するか。

２．回答内容

（1）平成７年 10 月 20 日

（2）該当する。

（3）該当しない。しかしながら、キャリパの一部を取り外して行う場合は、分解整備に該当する。

（4）該当する。
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（4）分解整備の定義に関する照会について

自 整 第 １ ７ ２ 号

平成９. １０. ６

標記について、平成８年１月から平成９年７月までの主な照会内容及び回答内容を別紙のとおりとりまとめ

ましたので通知します。

別紙

分解整備の定義に関する主な照会内容等一覧

照　　　　　　会　　　　　　事　　　　　　項 回　答　内　容

１．シリンダヘッドの交換は分解整備に該当するか

２．タイミングベルトの交換は分解整備に該当するか

３．ストラットの交換は分解整備に該当するか

４．ギヤボックスの交換は分解整備に該当するか

５．パワーステアリングの交換は分解整備に該当するか

６．ストラットの交換の際、タイロッドエンドを取り外して行う場合は分解整備に該当するか

７．ドラムブレーキを取り外して、再度組み付ける作業は分解整備に該当するか

８．ショックアブソーバを交換する際に、ブレーキキャリパを外さなければならないものは、

分解整備に該当するか

９．ブレーキキャリパの一方を持ち上げて、ブレーキパッドを交換することは分解整備に該当

するか

10．ブレーキキャリパを取り外さずに、ブレーキパッドを交換した場合は分解整備に該当するか

１．該当しない

２．該当しない

３．該当しない

４．該当する

５．該当しない

６．該当する

７．該当する

８．該当する

９．該当する

10．該当しない
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（5）道路運送車両法施行規則第３条「特定整備の定義」の解釈について
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(6）路上故障車等に対する特定整備に係る作業の取扱いについて

国自整第 194 号

令和２年10月29日

近畿運輸局自動車技術安全部長　殿

自動車局整備課長

路上故障車等に対する特定整備に係る作業の取扱いについて

事故や故障等により道路上等に停止する自動車（以下「路上故障車等」という。）によって、他の交通の

妨げになり二次的な事故等につながるおそれがある場合には、当該自動車をその場から緊急的に退避させ

る必要がある。この場合において、当該自動車を必要最小限に移動させるために行う道路運送車両法施行

規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号。以下「施行規則」という。）第３条各号に規定する装置の取外し、取

付け又は運行補助装置の取付位置若しくは取付角度の変更行為については、今般、下記のとおり整理した

ので、了知されるとともに、関係者に周知徹底し、遺漏のないよう取り扱われたい。

記

１．路上故障車等を必要最小限に移動させるために行う装置の取外し行為及び運行補助装置の取付位置若

しくは取付角度の変更については、自動車の構造又は装置の機能を正常に保ち又は正常に復することを

目的としていないことから、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 49 条第２項の「自動車の整

備又は改造」に該当せず、同項の「特定整備」に該当しない。

２．施行規則第３条各号に規定する装置の取外し行為を行った後の整備若しくは改造（取付け）については、

自動車の構造又は装置の機能を正常に保ち又は正常に復することを目的とする行為が含まれていること

から「特定整備」に該当する。ただし、自動車特定整備事業者が路上故障車等を必要最小限の移動をさ

せるため、必要最小限の応急的な措置として特定整備を行った後に、当該事業者の事業場において、当

該応急措置部分に付随する整備作業及び整備主任者によるできばえ確認業務等が行われる場合にあって

は、当該整備作業を前提とした一連の作業であることから、必要最小限の応急的な措置として行った特

定整備については、事業場外の作業であっても、「自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について」

（平成 18 年３月２日付け国自整第 126 号）及び「「自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について」

の細部取扱いについて」（平成 18 年３月２日付け国自整第 127 号）によらず、行政処分の対象とはしな

いこととする。
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（7）自動車特定整備事業者等における事業場間の業務支援について

（P ３７９ 関連一部改正 新旧対照表）

国自整第 197 号

令和２年 11 月 11 日

国自整第 211 号

最終改正 令和７年１月 31 日

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿
沖縄総合事務局運輸部長 殿

自動車局整備課長

自動車特定整備事業者等における事業場間の業務支援について

自動車整備業界においては、整備に係る人材確保が長年の課題となっている。 今般、特定整備

に係る認証を受けている事業場において、以下に掲げる条件をすべて満たす場合にあっては、他

事業場等からの業務支援による作業員の作業であっても、作業員を借り入れた事業場において

行った作業とみなすこととしたので、了知されるとともに、関係者に周知徹底し、遺漏のないよ

う取り扱われたい。 なお、一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長あて別添のとおり通知

したので申し添える。 

１．業務支援において、作業員を借り入れる事業場（以下「借入事業場」という。）と作業員を

貸し出す事業場又は事業場以外の部署（以下「貸出事業場等」という。）は同一の自動車特定

整備事業者であること。

２．作業員を貸し出した後であっても貸し出す事業場及び借入事業場は、それぞれの事業場（指

定自動車整備事業についても同じ。）の従業員の基準を満たすこと。

３．貸し出される作業員は、貸し出す事業場における整備主任者又は自動車検査員でないこと。

ただし、貸し出す事業場において整備主任者又は自動車検査員が複数選任されている場合はこ

の限りではない。

４．貸し出された作業員の作業の範囲は、点検及び整備のみとすること。

５．貸し出された作業員の作業は、借入事業場の作業指示に従うこと。

６．貸し出された作業員が保安基準適合証の交付に係る点検及び整備を行う場合は、借入事業場

が貸し出された作業員に対し必要な教育を事前に実施し、その結果を記録すること。

７．借入事業場及び貸出事業場等は、それぞれ借入勤務実績及び貸出勤務実績を記録すること。
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（8）車両置場を有しない分解整備を行う事業者に係る電子制御装置整備の申
請（変更）の取扱いについて
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（9）特定整備制度に関するＱ＆Ａ
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(10）自動車特定整備事業関係業務処理要領

近畿運輸局長

制　　定　　昭和５９年 ７ 月 １ 日　近運達甲第８号の２

最終改正　　令和 ３ 年 ９ 月 ９ 日　近 運 達 甲 第 ５ 号

（規定する範囲）

第１条　自動車特定整備事業の認証（以下「認証」という。）関係の事務処理等については、道路運送車両

法（以下「法」という。）、道路運送車両法施行規則（以下「施行規則」という。）及び関係通達によるほ

か、この要領によるものとする。

（認証の分類区分）

第２条　認証は、対象とする自動車の種類により、別表１の１６分類に区分して取り扱うこと。

２　申請しようとする対象自動車の種類が前項のいずれにも該当しない場合は、直近にある区分に従うこ

ととし、分類文字を○で囲むこと。

３　原動機、動力伝達装置、制動装置等の特定の装置を専門的に整備する自動車特定整備事業の認証を行

う場合においては、第１項の１６分類に区分した分類文字は使用しないこと。

（認証の申請）

第３条　法第７９条第１項の規定による認証申請書は、第１号様式によること。

２　前項の申請書の記載項目及び法第７９条第２項及び第３項に基づく書面は次のとおりとする。（法第

７９条第１項、第２項及び第３項）

（1） 記載項目

①　申請者の氏名又は名称及び住所

②　申請者が法人の場合にあっては、役員の氏名及び役職名

③　受けようとする自動車特定整備事業の種類

④　事業場の名称及び所在地

⑤　電子制御装置点検整備作業場の所在地（事業場と所在地を異にする場合に限る。）

⑥　電子制御装置整備（施行規則第３条第８号ハに掲げる作業を除く。）を行う事業者と施行規則第３

条第８号ハに掲げる作業を行う事業者が契約を交わした施行規則第３条第８号ハに係る作業を行う

事業場の所在地

⑦　対象とする自動車の種類、整備及び装置の種類

⑧　その他業務の範囲の限定

（2） 添付書面

①　申請者が法人の場合にあっては、商業登記簿謄本等申請者及び役員を特定できる書面

②　申請者が個人の場合にあっては、住民票の写し（個人番号の記載のないものに限る。）、個人番号カー

ド（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。）の写し等申請者を特定できる書面

③　土地又は建物の登記簿謄本若しくは、建築物の確認済証（写し）等事業場の所在地を証する書面

④　法第８０条第１項第２号各号に該当しないことを信じさせるにたる宣誓書等の書面（１号様式）

⑤　法第８０条第１項第１号の国土交通省令で定める設備及び従業員の基準に適合するものであるこ

とを証する次の事項を記載した書面
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ア　設備の基準に係る事項（施行規則第５７条第１項第１号から第５号まで）

ａ．平面図（第１号様式）

平面図に記載する事項は次のとおりとする。

・車両整備作業場の間口、奥行、面積、天井高さ、床面の状況

・点検作業場の間口、奥行、面積、天井高さ、床面の状況

・電子制御装置点検整備作業場の間口、奥行、天井高さ、床面の状況

・部品整備作業場の面積

・車両置場の間口、奥行

・作業場等平面図（作業場名（優良自動車整備事業者の認定を受けている者であって、自動

車特定整備事業の屋内作業場と兼用している場合は、各々の事業場名）、レイアウト、寸法、

縮尺、方位等を記載したもの）

ｂ．事業場機器一覧表（第１号様式）

事業場機器一覧表に記載する事項は次のとおりとする。

・作業機械の種類毎の名称、能力、数

・作業計器の種類毎の名称、能力、数

・点検計器及び点検装置の種類毎の名称、型式（一酸化炭素測定器、炭化水素測定器及び整

備用スキャンツールに限る。）、能力、数

・工具の種類毎の名称、能力、数

ｃ．一酸化炭素測定器及び炭化水素測定器に係る国土交通大臣が定める技術上の基準に適合して

いることを証する書面

上記の書面については、適切な技術的能力を有する者が、「自動車検査用機械器具の審査基準

について」（平成７年６月１４日付け自整第１２１号）により公正に試験を実施し、その結果を

記載した自動車検査用機械器具基準適合性試験成績書、自動車検査用機械器具校正結果証明書

等の書面であること。

ｄ．電子制御装置整備を行う事業場にあっては、法第５７条の２第１項に規定する自動車の型式

に固有の技術上の情報（施行規則第３条第９号の自動車の整備又は改造を行わない場合にあっ

ては、自動運行装置に係るものを除く。）及びエーミング作業に必要な機器を入手することがで

きる体制を確認できる書面（第１号様式）

イ　従業員に係る事項（施行規則第５７条第１項第６号及び第７号）

技能検定規則の規定による整備士の技能検定に合格している者の種類別の数及び特定整備に従

事する従業員の数（１号様式）

⑥　土地の使用に係る契約書（離れた作業場を有する場合に限る。）

（共用設備に係る添付書面）

第３条の２　電子制御装置点検整備作業場の共用設備に係る添付書面は、次の事項を記載した書面とする。

なお、複数の事項を１つの書面に記載しても良い。

①　当該作業場及び車両置場の管理責任者の氏名

②　当該作業場の所在地

③　当該作業場の共同使用の管理者の氏名又は名称

なお、自動車特定整備事業の認証を受けている者にあっては、認証番号
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④　当該作業場の共同使用に関する契約書の写し

⑤　当該作業場の位置及び面積並びに車両置場の位置を記載した書面

（施行規則第３条第８号ハに掲げる作業を行う事業場に係る添付書面）

第３条の３　施行規則第３条第８号ハに掲げる作業を行う事業場に係る添付書面は、電子制御装置整備（施

行規則第３条第８号ハに掲げる作業を除く。）を行う事業者と施行規則第３条第８号ハに掲げる作業を行

う事業者が契約していることを証する書面の写し

（整備事業の変更等）

第４条　自動車特定整備事業者が、同一の事業場において、法第７７条の規定による自動車特定整備事業

の種類を変更しようとするときは、前条を準用する。

２　法第７７条各号の規定による自動車特定整備事業の種類ごとに、対象とする自動車の種類、整備の種

類又は装置その他限定を受けた業務の範囲を変更しようとするときは、前条を準用する。

３　前２項による申請を行う場合にあっては、第３条に係わらず別表２に掲げる書面を提出すること。

（認証の変更届）

第５条　法第８１条第１項、第８２条、第８３条の規定による変更の届出は第２号様式によるものとする。

ただし、届出事項が、法第８１条第１項第２号の規定による役員の変更のみである場合は、第５号様式

によることとする。また、法第８１条第２項の規定による事業の廃止の届出は第３号様式によることと

する。

２　前項の届出書の記載項目は、次のとおりとし、別表２に掲げる書面を添付すること。

①　届出者の氏名又は名称及び住所

②　事業場の名称及び所在地

③　届出に係る事項

④　認証番号

（整備主任者の選任届等）

第６条　規則第６２条の２の２第２項に基づく整備主任者の選任等に係る届出は、第４号様式によること。

ただし、整備主任者が統括管理業務を行う事業場の名称の変更に係る届出は、第２号様式とする。

２　前項の記載項目は次のとおりとし、別表２に掲げる書面を添付するものとする。

（1） 選任等に係る届出

①　届出者の氏名又は名称及び住所

②　統括管理業務を行う事業場の名称及び所在地

③　認証番号

④　整備主任者の氏名及び生年月日

⑤　統括管理業務の開始日

⑥　整備主任者を解任する場合は、解任した整備主任者の氏名及び解任年月日

（2） 事業場の名称の変更に係る届出については、第５条第２項を準用する。

３　別表２に掲げる自動車整備士合格証書等の写しは、次の書面とする。

（1） 分解整備（施行規則第３条第１号から第７号までに規定する自動車の整備又は改造をいう。以下同

じ。）を行う事業場の整備主任者の選任の届出の場合（（3）に掲げるものを除く。）には、整備士の技

能検定の合格証書の写し、整備士の技能検定の合格証明書又は同証明書の写し、自動車整備技能者手

帳の写し等施行規則第６２条の２の２第１項第７号に基づく一級又は二級の整備士の技能検定に合格
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していることを証する書面の写し

（2） 電子制御装置整備を行う事業場の整備主任者の選任の届出の場合（（3）に掲げるものを除く。）には、

同規則第５７条第７号に規定する運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了したことを証す

る書面の写し又は一級の整備士（一級二輪の整備士を除く。）に合格していることを証する書面の写し

（3） 分解整備及び電子制御装置整備を行う事業場の整備主任者の選任の届出の場合には、一級の整備士

（一級二輪の整備士を除く。）にあっては、一級の整備士（一級二輪の整備士を除く。）に合格している

ことを証する書面の写しを、一級二輪若しくは二級の整備士にあっては、施行規則第５７条第７号に

規定する運輸監理部長若しくは運輸支局長が行う講習を修了したことを証する書面の写し

第７条　（削除）

第８条　（削除）

（申請等の提出）

第９条　申請書及び届出書を事業場の所在地を管轄する運輸支局長又は運輸監理部長（以下「運輸支局長等」

という）に提出すること。

（申請等の審査）

第10条　申請書及び届出書の審査は、提出された書面の記載内容、法第８０条第１項の認証基準及び規則

第６２条の２の２第１項第７号に規定する整備主任者の資格等の確認により行うこと。

（申請書等の進達）

第11条　運輸支局長等は、申請書を受け付けたときは、前条の審査を行い、必要と認められるときは意見

を付して、次の各号に掲げる一覧表と申請書等（添付書面を含む。）を添えて運輸局長に進達すること。

（1） 自動車特定整備事業認証申請一覧表（第７号様式）

（2） 自動車特定整備事業変更（申請・届出）一覧表（第８号様式）

（3） 自動車特定整備事業廃止届一覧表（第９号様式）

（4） 整備主任者選任届一覧表（第７号様式）

（5） 整備主任者変更届一覧表（第８号様式）

（6） 整備主任者解任届一覧表（第９号様式）

（7） 認証書再交付申請一覧表（第７号様式）

（認証書の交付等）

第12条　運輸局長は自動車特定整備事業の認証をしたときは認証番号を定め、認証書（第１０号様式）を

運輸支局長等を経由して申請者に交付する。

２　認証書の再交付は申請書（第１１号様式）の提出があったときに行うこと。

３　第１項の認証番号は次の各号を順列させることにより行う。

（1） 近運整認

（2） 府県名頭文字

（3） 府県別一連番号（対象とする整備の種類が、分解整備及び電子制御装置整備であり、かつ分解整備

のうち対象とする装置の種類を限定しない場合には、末尾に「Ａ」を付し、対象とする整備の種類が、

電子制御装置整備のみである場合には、末尾に「Ｂ」を付し、対象とする整備の種類が、分解整備及

び電子制御装置整備であり、かつ分解整備のうち対象とする装置の種類を限定する場合には、末尾に

「Ｃ」を付すこととする。）

４　運輸局長は認証したとき及び変更届等の届出を受理したときは、第１１条により提出された一覧表並
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びに申請書等の添付書面を添え、運輸支局長等に通知する。

（監査等）

第13条　自動車特定整備事業者の監査は別に定める「自動車整備事業監査要領」により基づき実施すること。

２　自動車特定整備事業者には、法をはじめ、建築基準法、農地法及び公害防止法等関係法令についても

遵守するよう指導すること。

（附　　則）

１．この要領は、昭和５９年７月１日から実施する。

２．この要領の制定にともない、昭和５３年７月１４日付け大陸整第５８３号「自動車分解整備事業の

認証関係業務の取扱いについて」（以下「旧要領」という）は廃止する。

３．この要領の実施の際、旧要領により認証を受けた者は、この要領により認証を受けた者とみなす。

４．旧要領第５条第２項により定められた自動車分解整備事業の認証番号はこの要領の規定にかかわら

ず、なお従前の例とする。

５．改正前の要領による様式の申請書等用紙は、この要領のそれぞれの様式にかかわらず当分の間、こ

れを使用することができる。

（附　　則）

１．この要領は、令和３年５月１４日から施行する。

ただし、本改正規定による様式（道路運送車両法施行規則第３条に規定する電子制御装置整備に係

る申請に限る。）は令和３年５月３１日までの間は、なお従前の例によることができる。

また、本改正規定による改正前の各様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用すること

ができる。

（附　　則）

１．この要領は、令和３年９月９日から施行する。
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別表１　自動車特定整備事業の分類一覧

分 類
文 字

自動車特定整備
事 業 の 種 類

対象とする自動車の種類

イ 普通・小型
大型
特殊

普通
（大型）

普通
（中型）

普通
（小型）

普通
（乗用）

小型
四輪

小型
三輪

小型
二輪

軽

ロ 普通・小型
大型
特殊

普通
（中型）

普通
（小型）

普通
（乗用）

小型
四輪

小型
三輪

小型
二輪

軽

ハ 普通・小型
普通

（小型）
普通

（乗用）
小型
四輪

小型
三輪

小型
二輪

軽

ワ 普通・小型
普通

（乗用）
小型
四輪

小型
三輪

小型
二輪

軽

ニ 普通
大型
特殊

普通
（大型）

普通
（中型）

普通
（小型）

普通
（乗用）

小型
四輪

ホ 普通
大型
特殊

普通
（中型）

普通
（小型）

普通
（乗用）

小型
四輪

ヘ 普通
普通

（小型）
普通

（乗用）
小型
四輪

カ 普通
普通

（乗用）
小型
四輪

ト 小型
小型
四輪

小型
三輪

小型
二輪

軽

チ 小型
小型
二輪

軽

ヨ 小型
小型
二輪

リ 普通・軽
大型
特殊

普通
（大型）

普通
（中型）

普通
（小型）

普通
（乗用）

小型
四輪

軽

ヌ 普通・軽
大型
特殊

普通
（中型）

普通
（小型）

普通
（乗用）

小型
四輪

軽

ル 普通・軽
普通

（小型）
普通

（乗用）
小型
四輪

軽

タ 普通・軽
普通

（乗用）
小型
四輪

軽

オ 　　　軽 軽
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別表２　自動車特定整備事業に関する手続き一覧表

申請等の原因

必要な書類等

変更申請 変　　　　更 廃止 整備主任者

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

新
規
認
証

認
証
の
種
類
の
変
更

対
象
の
自
動
車
の
種
類
、
整
備
及
び

装
置
の
種
類
の
変
更

業
務
の
範
囲
の
変
更

事
業
者
の
氏
名
・
名
称

事
業
者
の
住
所

事
業
場
の
所
在
地

事
業
場
の
名
称

法
人
役
員
の
氏
名

作
業
場
の
間
口
・
奥
行
・
面
積

事
業
の
相
続

事
業
を
合
併

事
業
の
分
割

事
業
の
譲
渡

事
業
の
廃
止

新
規
選
任

氏
名
等
の
変
更

解
任

認
証
書
の
再
交
付

申 請 者（届出者）
事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

相
続
人

新
法
人

新
法
人

譲
受
人

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

事
業
者

提 出 期 間 30 30 30 15 30 30 30 30 30 30 30 15 15 15

申
請
書
等
の
種
類

自動車特定整備事業の認証新規申請書
（第１号様式） ○

自動車特定整備事業の変更
（届出・申請）書（第２号様式） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※４ ○ ○ ○ ○ ○

自動車特定整備事業の廃止届出書
（第３号様式） ○

整備主任者（選任・変更）の届出書
（第４号様式） ○ ○

※１
○

※１
○

※１ ○ ○ ○

役員の変更届出書（第５号様式） ○

認証書再交付申請書（第11号様式） ○

添　
　

付　
　

書　
　

面

自動車整備士合格証書等の写し ○ ○
※１

○
※１

○
※１ ○

一酸化炭素及び炭化水素測定器に係
る技術上の基準に適合していること
を証する書面

○
※２

○
※３

○
※３

○
※３

申請者が個人の場合、住民票の写し、
個人番号カードの写し等申請者を特
定できる書面

○ ○ ○ ○ ○

申請者が法人の場合商業登記簿謄本 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業場の建築確認、事業場の不動産
登記簿謄本等所在を証する書面 ○ ○

届出者が義務者であることが判る書面 ○ ○ ○

譲渡の事実を証する書面 ○

土地の使用に係る契約書
（離れた作業場を有する場合に限る）

○
※５

○
※５

○
※５

○
※５

○
※５

○
※５

共用設備に係る書面 ○
※５

○
※５

○
※５

○
※５

○
※５

○
※５

その他必要と認められる書面
※７ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

車両法第80条第１項第２号の宣誓書
（第１号、２号、５号様式） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業場平面図の記載（第１号、２号様式）
※６ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事業場機器一覧表の記載（第２号様式） ○ ○ ○ ○ ○

認証書の返付 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※１　「原動機」の追加（二級シャシ整備士を整備主任者として選任している場合）、整備の種類の変更を伴う場合に限る。
※２　一酸化炭素及び炭化水素測定器が必要な事業場に限る。
※３　新規認証時と変更がなければ不要。
※４　役員のみの変更であれば、５号様式を使用。
※５　該当する場合に限る。
※６　寸法の単位はメートルとし、小数第３位を切り捨てる。面積は、小数第２位を切り捨てる。
※７　施行規則第３条第８号ハに掲げる作業を行う事業場に係る添付書面を含む。
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(11）認証の作業場の変遷

(1)　Ｓ26.7.1～Ｓ34.10.31

事業の

種　類

普 通 自 動 車

分解整備事業
小型自動車分解整備事業

電 気 自 動 車

分解整備事業

業務の
範　囲

普　　通
自 動 車
一　　般

乗車定員
10人以下
の 乗 用
自 動 車

小　　型
自 動 車
一　　般

二　　輪
及び三輪
自 動 車

二　　輪

自 動 車

電　　気
自 動 車
一　　般

小　　型
電　　気
自 動 車

項　目

作

業

場

間　口

5.5

メートル

以上

4.5

メートル

以上

3.5

メートル

以上

3.5

メートル

以上

2.5

メートル

以上

4.5

メートル

以上

3.5

メートル

以上

奥　行

7.3

メートル

以上

7.3

メートル

以上

5.5

メートル

以上

4.5

メートル

以上

3.5

メートル

以上

7.5

メートル

以上

5.5

メートル

以上

備考　この基準は作業場内に含まれる長方形の面積についての間口及び奥行きを示す。

(2)　Ｓ34.11.1～Ｓ42.5.25　昭和34年省令第45号

作業場の種別

自動車分解整備事業の種類

車両分解整備作業場 機械加工及び
原動機分解
整備作業場間　　口 奥　　行

1.普通自動車分解整備事業で第 2号に掲げる

もの以外のもの及び電気自動車分解整備事

業で第3号に掲げるもの以外のもの

5
メートル
以上

11
メートル
以上

12
平方メートル
以上

2.普通自動車分解整備事業で対象とする自動

車の種類の指定の範囲が乗車定員10人以下

の乗用自動車又は乗車定員10人以下の乗用

自動車及び小型四輪の自動車であるもの

4.5
メートル
以上

8
メートル
以上

10
平方メートル
以上

3.小型自動車分解整備事業で第 4 号及び第 5

号に掲げるもの以外のもの並びに電気自動

車分解整備事業で対象とする自動車の種類

の指定の範囲が小型自動車であるもの

4
メートル
以上

8
メートル
以上

8
平方メートル
以上

4.小型自動車分解整備事業で対象とする自動

車の種類の指定の範囲が小型四輪自動車又

は小型四輪自動車及び二輪自動車であるも

の

4
メートル
以上

7
メートル
以上

8
平方メートル
以上

5.小型自動車分解整備事業で対象とする自動

車の種類の指定の範囲が二輪自動車である

もの

3
メートル
以上

4.5
メートル
以上

6.5
平方メートル
以上
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(3)　Ｓ42.5.26～Ｓ53.2.7　昭和42年省令第27号

作業場の種別

自動車分解整備事業の種類

屋 内 作 業 場

車 両 置 場車 両 整 備

作 業 場

部　品

整　備

作業場

点検作業場

間　口 奥　行 間　口 奥　行 間　口 奥　行

分
解
整
備
事
業

普
通
自
動
車

対象とする自動車に大型特
殊自動車又は普通自動車
（乗車定員が11人以上のも
の又は最大積載量が 2トン
を超えるものに限る。）が
含まれるもの

5
メートル
以上

11
メートル
以上

12
平方メー
トル以上

5
メートル
以上

11
メートル
以上

3.5
メートル
以上

9
メートル
以上

そ の 他 の も の
4.5
メートル
以上

8
メートル
以上

10
平方メー
トル以上

4.5
メートル
以上

8
メートル
以上

3
メートル
以上

6
メートル
以上

分
解
整
備
事
業

小
型
自
動
車

対象とする自動車に三輪以

上の小型自動車が含まれる

もの

4
メートル
以上

8
メートル
以上

8
平方メー
トル以上

4
メートル
以上

8
メートル
以上

3
メートル
以上

5.5
メートル
以上

そ の 他 の も の 3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

6.5
平方メー
トル以上

3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

2.5
メートル
以上

3.5
メートル
以上軽 自 動 車 分 解 整 備 事 業

(4)　Ｓ53.2.8～Ｈ7.6.30　昭和53年省令第 7号

作業場の種別

自動車分解整備事業の種類

屋 内 作 業 場

車 両 置 場車 両 整 備

作 業 場

部　品

整　備

作業場

点検作業場

間　口 奥　行 間　口 奥　行 間　口 奥　行

分　

解　

整　

備　

事　

業

普　

通　

自　

動　

車

対象とする自動車に普通自
動車（車両総重量が 8トン
以上のもの、最大積載量が
5トン以上のもの又は乗車
定員が30人以上のものに限
る。）が含まれるもの

5
メートル
以上

13
メートル
以上

12
平方メー
トル以上

5
メートル
以上

13
メートル
以上

3.5
メートル
以上

11
メートル
以上

対象とする自動車に大型特
殊自動車又は普通自動車
（最大積載量が 2 トンを超
えるもの又は乗車定員が11
人以上のものに限り、上欄
に掲げるものを除く。）が
含まれるもの

5
メートル
以上

10
メートル
以上

12
平方メー
トル以上

5
メートル
以上

10
メートル
以上

3.5
メートル
以上

8
メートル
以上

そ の 他 の も の
4.5
メートル
以上

8
メートル
以上

10
平方メー
トル以上

4.5
メートル
以上

8
メートル
以上

3
メートル
以上

6
メートル
以上

分
解
整
備
事
業

小
型
自
動
車

対象とする自動車に三輪以

上の小型自動車が含まれる

もの

4
メートル
以上

8
メートル
以上

8
平方メー
トル以上

4
メートル
以上

8
メートル
以上

3
メートル
以上

5.5
メートル
以上

そ の 他 の も の 3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

6.5
平方メー
トル以上

3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

2.5
メートル
以上

3.5
メートル
以上軽 自 動 車 分 解 整 備 事 業



(69)

(5)　Ｈ7.7.1～Ｈ9.2.19　平成 7年運輸省令第 8号

作業場の種別

自動車分解整備事業の種類

屋 内 作 業 場

車 両 置 場車 両 整 備

作 業 場
部　品

整　備

作業場

点検作業場

間　口 奥　行 間　口 奥　行 間　口 奥　行

普

通

自

動

車

分

解

整

備

事

業

対象とする自動車に普通自

動車（車両総重量が 8トン

以上のもの、最大積載量が

5トン以上のもの又は乗車

定員が30人以上のものに限

る。）が含まれるもの

5
メートル
以上

13
メートル
以上

12
平方メー
トル以上

5
メートル
以上

13
メートル
以上

3.5
メートル
以上

11
メートル
以上

対象とする自動車に大型特

殊自動車又は普通自動車

（最大積載量が 2 トンを超

えるもの又は乗車定員が11

人以上のものに限り、上欄

に掲げるものを除く。）が

含まれるもの

5
メートル
以上

10
メートル
以上

12
平方メー
トル以上

5
メートル
以上

10
メートル
以上

3.5
メートル
以上

8
メートル
以上

対象とする自動車に普通自

動車（貨物の運送の用に供

にするもの又は散水自動車、

広告宣伝用自動車、霊きゅ

う自動車その他特種の用

途に供にするものに限り、

上二欄に掲げるものを除

く。）が含まれるもの

4.5
メートル
以上

8
メートル
以上

10
平方メー
トル以上

4.5
メートル
以上

8
メートル
以上

3
メートル
以上

6
メートル
以上

そ の 他 の も の
4
メートル
以上

8
メートル
以上

8
平方メー
トル以上

4
メートル
以上

8
メートル
以上

3
メートル
以上

5.5
メートル
以上小

型
自
動
車
分
解
整
備
事
業

対象とする自動車に三輪以

上の小型自動車が含まれる

もの

対象とする自動車が二輪の

小型自動車及び軽自動車で

あるもの

3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

6.5
平方メー
トル以上

3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

2.5
メートル
以上

3.5
メートル
以上

対象とする自動車が二輪の

小型自動車であるもの

3
メートル
以上

3.5
メートル
以上

4
平方メー
トル以上

3
メートル
以上

3.5
メートル
以上

2
メートル
以上

2.5
メートル
以上

軽 自 動 車 分 解 整 備 事 業
3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

6.5
平方メー
トル以上

3.5
メートル
以上

5
メートル
以上

2.5
メートル
以上

3.5
メートル
以上
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(6)　Ｈ9.2.20～Ｒ2.3.31　平成 9年運輸省令第 9号

事業
の
種類

分 解 整 備 の 種 類 屋 内 作 業 場 の 規 模 の 基 準 車両置場の規模の
基準対象とする自動車の

種類
対象とする装
置の種類

車両整備作業場 部 品 整 備
作 業 場

点 検 作 業 場
間　口 奥　行 間　口 奥　行 間　口 奥　行

普

通

自

動

車

分

解

整

備

事

業

普通自動車（車両総
重量が8トン以上の
もの、最大積載量が
5トン以上のもの又
は乗車定員が30人以
上のものに限る。）

原動機
5メート
ル以上

13メート
ル以上

12平方メート
ル以上

5メート
ル以上

13メート
ル以上

3.5メ ー
トル以上

11メート
ル以上

動力伝達装置

5メート
ル以上

12メート
ル以上

7平方メート
ル以上

5メート
ル以上

12メート
ル以上

走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

連結装置
3.5メ ー
トル以上

12.5メー
トル以上

7平方メート
ル以上

3.5メ ー
トル以上

12.5メー
トル以上

大型特殊自動車又は
普通自動車（最大積
載量が2トンを超え
るもの又は乗車定員
が11人以上のものに
限り、上欄に掲げる
ものを除く。）

原動機
5メート
ル以上

10メート
ル以上

12平方メート
ル以上

5メート
ル以上

10メート
ル以上

3.5メ ー
トル以上

8メート
ル以上

動力伝達装置

5メート
ル以上

9メート
ル以上

7平方メート
ル以上

5メート
ル以上

9メート
ル以上

走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

連結装置
3.5メ ー
トル以上

9.5メ ー
トル以上

7平方メート
ル以上

3.5メ ー
トル以上

9.5メ ー
トル以上

普通自動車（貨物の
運送の用に供にする
もの又は散水自動車、
広告宣伝用自動車、
霊きゅう自動車その
他特種の用途に供に
するものに限り、上
二欄に掲げるものを
除く。）

原動機
4.5メ ー
トル以上

8メ ー ト
ル以上

10平方メート
ル以上

4.5メ ー
トル以上

8メ ー ト
ル以上

3メ ー ト
ル以上

6メート
ル以上

動力伝達装置

4.5メ ー
トル以上

7メート
ル以上

6平方メート
ル以上

4.5メ ー
トル以上

7メート
ル以上

走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

連結装置
3メ ー ト
ル以上

7.5メ ー
トル以上

6平方メート
ル以上

3.5メ ー
トル以上

7.5メ ー
トル以上

普通自動車（上三欄
に掲げるものを除
く。）

原動機
4 メート
ル以上

8メ ー ト
ル以上

8平方メート
ル以上

4 メート
ル以上

8メ ー ト
ル以上

3メ ー ト
ル以上

5.5メ ー
トル以上

動力伝達装置

4メート
ル以上

6メート
ル以上

5平方メート
ル以上

4メート
ル以上

6メート
ル以上

走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置

連結装置
2.8メ ー
トル以上

6.5メ ー
トル以上

5平方メート
ル以上

2.8メ ー
トル以上

6.5メ ー
トル以上

四輪・三輪の小型自
動車

原動機
4 メート
ル以上

8メ ー ト
ル以上

8平方メート
ル以上

4メート
ル以上

8メ ー ト
ル以上

3メ ー ト
ル以上

5.5メ ー
トル以上

動力伝達装置

4メート
ル以上

6メート
ル以上

5平方メート
ル以上

4メート
ル以上

6メート
ル以上

走行装置
操縦装置

小
型
自
動
車
分
解
整
備
事
業

制動装置
緩衝装置

連結装置
2.8メ ー
トル以上

6.5メ ー
トル以上

5平方メート
ル以上

2.8メ ー
トル以上

6.5メ ー
トル以上

二輪の小型自動車

原動機

3メート
ル以上

3.5メ ー
トル以上

4平方メート
ル以上

3メート
ル以上

3.5メ ー
トル以上

2メート
ル以上

2.5メ ー
トル以上

動力伝達装置
走行装置
操縦装置
制動装置
緩衝装置
連結装置

軽自動車

原動機
3.5メ ー
トル以上

5メート
ル以上

6.5平 方メ ー
トル以上

3.5メ ー
トル以上

5メ ー ト
ル以上

2.5メ ー
トル以上

3.5メ ー
トル以上

動力伝達装置

3.5メ ー
トル以上

4.4メ ー
トル以上

4.5平 方メ ー
トル以上

3.5メ ー
トル以上

4.4メ ー
トル以上

走行装置

軽
自
動
車
分

解
整
備
事
業

操縦装置
制動装置
緩衝装置

連結装置
2.5メ ー
トル以上

4.7メ ー
トル以上

4.5平 方メ ー
トル以上

2.5メ ー
トル以上

4.7メ ー
トル以上

備考
二以上の種類の分解整備を行う事業場の屋内作業場及び車両置場の規模は、該当する分解整備の種類

ごとに定められている基準のすべてに適合するものでなければならない。
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(7)　Ｒ2.4.1　令和 2年国土交通省令第 6号

事
業
の
種
類

特定整備の種類 屋内作業場の規模の基準 電子制御装置点検
整備作業場の規模
の基準（括弧内は
屋内の規模の基準）

車 両 置 場 の
規 模 の 基 準対象とする

自動車の種
類

対象とす
る整備の
種類

対象とす
る装置の
種類

車両整備作業場 部品整備
作 業 場

点検作業場

間　口 奥　行 間　口 奥　行 間　口 奥　行 間　口 奥　行

普　

通　

自　

動　

車　

特　

定　

整　

備　

事　

業

普通自動
車（車両総
重量が８ト
ン以上のも
の、最大積
載量が５ト
ン以上のも
の又は乗車
定 員 が 30
人以上のも
のに限る。）

分解整備 原 動 機
５メートル

以上
13メートル

以上
12平方メー

トル以上
５メートル

以上
13メートル

以上
3.5メート
ル以上

11メートル
以上

動力伝達
装　　置

５メートル
以上

12メートル
以上

７平方メー
トル以上

５メートル
以上

12メートル
以上

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置
3.5メート
ル以上

12.5メート
ル以上

７平方メー
トル以上

3.5メート
ル以上

12.5メート
ル以上

電子制御
装置整備

運行補助
装　　置

５メート
ル以上

（５メートル
以上）

16メー
トル以上

（７メートル
以上）

自動運行
装　　置

普通自動
車（最大積
載量が２ト
ンを超える
もの又は乗
車 定 員 11 
人以上のも
のに限り、
上欄に掲げ
るものを除
く。）

分解整備 原 動 機
５メートル

以上
10メートル

以上
12平方メー

トル以上
５メートル

以上
10メートル

以上
3.5メート
ル以上

８メートル
以上

動力伝達
装　　置

５メートル
以上

９メートル
以上

７平方メー
トル以上

５メートル
以上

９メートル
以上

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置
3.5メート
ル以上

9.5メート
ル以上

７平方メー
トル以上

3.5メート
ル以上

9.5メート
ル以上

電子制御

装置整備

運行補助

装　　置
３メート
ル以上

（３メートル
以上）

 13メー
トル以上

（７メートル
以上）

自動運行

装　　置

大型特殊
自動車

分解整備 原 動 機
５メートル

以上
10メートル

以上
12平方メー

トル以上
５メートル

以上
10メートル

以上

動力伝達
装　　置

５メートル
以上

９メートル
以上

７平方メー
トル以上

５メートル
以上

９メートル
以上

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置
3.5メート
ル以上

9.5メート
ル以上

７平方メー
トル以上

3.5メート
ル以上

9.5メート
ル以上
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普　

通　

自　

動　

車　

特　

定　

整　

備　

事　

業

普通自動
車（貨物の
運送の用に
供するもの
又は散水自
動車、広告
宣伝用自動
車、霊きゅ
う自動車そ
の他特種の
用途に供す
るものに限
り、上三欄
に掲げるも
のを除く。）

分解整備 原 動 機
4.5メートル

以上
８メートル

以上
10平方メー

トル以上
4.5メートル

以上
８メートル

以上
３メートル

以上
６メートル

以上

動力伝達
装　　置

4.5メートル
以上

７メートル
以上

６平方メー
トル以上

4.5メートル
以上

７メートル
以上

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置
３メートル

以上
7.5メート
ル以上

６平方メー
トル以上

３メートル
以上

7.5メート
ル以上

電子制御
装置整備

運行補助
装　　置

2.5メー
トル以上

（2.5メートル
以上）

７メート
ル以上

（３メートル
以上）

自動運行
装　　置

普通自動
車（上四欄
に掲げるも
のを除く。）

分解整備 原 動 機
４メートル

以上
８メートル

以上
８平方メー

トル以上
４メートル

以上
８メートル

以上
３メートル

以上
5.5メート
ル以上

動力伝達
装　　置

４メートル
以上

６メートル
以上

５平方メー
トル以上

４メートル
以上

６メートル
以上

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置
2.8メート
ル以上

6.5メート
ル以上

５平方メー
トル以上

2.8メート
ル以上

6.5メート
ル以上

電子制御
装置整備

運行補助
装　　置

2.5メー
トル以上

（2.5メートル
以上）

６メート
ル以上

（３メートル
以上）

自動運行
装　　置

四輪の小
型自動車

分解整備 原 動 機
４メートル

以上
８メートル

以上
８平方メー

トル以上
４メートル

以上
８メートル

以上
３メートル

以上
5.5メート
ル以上

動力伝達
装　　置

４メートル
以上

６メートル
以上

５平方メー
トル以上

４メートル
以上

６メートル
以上

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置
2.8メート
ル以上

6.5メート
ル以上

５平方メー
トル以上

2.8メート
ル以上

6.5メート
ル以上

電子制御
装置整備

運行補助
装　　置

2.5メー
トル以上

（2.5メートル
以上）

６メート
ル以上

（３メートル
以上）

自動運行
装　　置
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小　

型　

自　

動　

車　

特　

定　

整　

備　

事　

業

三輪の小
型自動車

分解整備 原 動 機
４メートル

以上
８メートル

以上
８平方メー

トル以上
４メートル

以上
８メートル

以上
３メートル

以上
5.5メート
ル以上

動力伝達
装　　置

４メートル
以上

６メートル
以上

５平方メー
トル以上

４メートル
以上

６メートル
以上

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置
2.8メート
ル以上

6.5メート
ル以上

５平方メー
トル以上

2.8メート
ル以上

6.5メート
ル以上

電子制御
装置整備

運行補助
装　　置

2.5メー
トル以上

（2.5メートル
以上）

６メート
ル以上

（３メートル
以上）

自動運行
装　　置

二輪の小
型自動車

分解整備 原 動 機
３メートル

以上
3.5メート
ル以上

４平方メー
トル以上

３メートル
以上

3.5メート
ル以上

２メートル
以上

2.5メート
ル以上

動力伝達
装　　置

走行装置

操縦装置

制動装置

緩衝装置

連結装置

軽自動車 分解整備 原 動 機
3.5メート
ル以上

５メート
ル以上

6.5平方
メートル以上

3.5メート
ル以上

５メート
ル以上

2.5メート
ル以上

3.5メート
ル以上

動力伝達
装　　置

3.5メート
ル以上

4.4メート
ル以上

4.5平方
メートル以上

3.5メート
ル以上

4.4メート
ル以上

走行装置

操縦装置

軽
自
動
車
特
定
整
備
事
業

制動装置

緩衝装置

連結装置
2.5メート
ル以上

4.7メート
ル以上

4.5平方メー
トル以上

2.5メート
ル以上

4.7メート
ル以上

電子制御
装置整備

運行補助
装　　置

２メート
ル以上

（２メートル
以上）

5.5メー
トル以上

（４メートル
以上）

自動運行
装　　置

備　考
２以上の種類の特定整備を行う事業場の屋内作業場、電子制御装置点検整備作業場及び車両置場の規

模は、該当する特定整備の種類ごとに定められている基準のすべてに適合するものでなければならない。
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(12）認証の作業機械等
別表第５（第５７条関係）

対象とする整備の種類 分　解　整　備
電子制御
装置整備

対象とする装置の種類

作 業 機 械 等
原動機

動力伝 
達装置

走行
装置

操縦
装置

制動
装置

緩衝
装置

連結
装置

運行補
助装置

自動運
行装置

作

業
機
械

(1) プレス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 小型自動車特定整備事業
で対象とする自動車が二輪
の小型自動車であるものに
あつては、第１号、第３号
及び第４号に掲げるものを
除く。

(2) エア・コンプレッサ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(3) チェーン・ブロック ○ ○

(4) ジャッキ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(5) バイス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(6) 充電器 ○
作
業
計
器

(1) ノギス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(2) トルク・レンチ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(3) 水準器 ○ ○

点

検

計

器

及

び

点

検

装

置

(1) サーキット・テスタ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １　普通自動車特定整備事
業で対象とする自動車が
カタピラを有する大型特
殊自動車であるものにあ
つては、第９号から第12
号までに掲げるものを除
く。

２　小型自動車特定整備事
業で対象とする自動車が
三輪の小型自動車及び二
輪の小型自動車であるも
の並びに三輪の小型自動
車であるものにあつては、
第９号から第 11 号までに
掲げるものを、二輪の小
型自動車であるものにあ
つては、第９号から第 11
号まで及び第 13 号に掲げ
るものを除く。

３　ガソリン又は液化石油
ガスを燃料とする原動機
の点検を行わない事業場
にあつては、第６号、第
14 号及び第 15 号に掲げ
るものを、内燃機関の点
検を行わない事業場にあ
つては、第３号、第６号、
第 14 号及び第 15 号に掲
げるものを除く。

(2) 比重計 ○

(3) コンプレッション・ゲージ ○

(4) ハンディ・バキューム・ポンプ ○ ○ ○ ○

(5) エンジン・タコ・テスタ ○ ○ ○

(6) タイミング・ライト ○

(7) シックネス・ゲージ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(8) ダイヤル・ゲージ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(9) トーイン・ゲージ ○ ○ ○

(10) キャンバ・キャスタ・ゲージ ○ ○ ○

(11) ターニング・ラジアス・ゲージ ○ ○ ○

(12) タイヤ・ゲージ ○

(13) 検車装置 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(14) 一酸化炭素測定器 ○

(15) 炭化水素測定器 ○
(16) 整備用スキャンツール ○ ○

工

具

(1) ホイール・プーラ ○ ○ 小型自動車特定整備事業
で対象とする自動車が二輪
の小型自動車であるものに
あつては、第１号及び第２
号に掲げるものを除く。

(2) ベアリング・レース・プーラ ○ ○ ○

(3) グリース・ガン又はシャシ・ルブリケータ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(4) 部品洗浄槽 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

備　考
○印は、対象とする装置の種類の項に掲げる装置を対象とする特定整備を行う事業場が当該各欄に掲

げる作業機械等をそれぞれ備えなければならないことを示す。
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(13）認証の分類文字の変遷
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(14) 自動車分解整備事業（指定自動車整備事業を除く。) 等の事業場におけ
る排出ガス測定器の使用について

各 陸 運 局 長
殿

沖縄総合事務局長
自  整  第 84 号

昭和 55．６ .17
改正　国 自 整 第 48 号

平成 13．３ ．30
〃 　国 自 整 第 95 号

平成 20．11．26
自動車局整備部長

自動車の排出ガス対策の進展に伴い、これに対応した整備体制の充実を図るため、ガソリン及び液化石

油ガスを燃料とする原動機の点検整備を行う事業場には、一酸化炭素測定器及び炭化水素測定器（以下「排

出ガス測定器」という。）を保有することとされたが、その使用方については、下記事項に十分留意して適

正に行われるよう、関係者を指導されたい。

記

１　自動車の排出ガス装置に係る的確な整備

自動車の排出ガス測定器は、自動車の排出ガス対策に係る部分の点検整備を行うために必要な整備用

機器であるから、当該部分の点検整備を行う際には、これを適正に使用して、的確に整備を行うこと。

２　排出ガス測定器の取り扱い

排出ガス測定器の取り扱いについては、機械器具製作者が示す取り扱い方法等に基づいて適正な取り

扱いをしなければならないが、特に次の点に留意すること。

（1） 測定開始前

ア　排出ガス測定器が暖機されていること。

イ　清浄な空気を吸引して指針がゼロ点を指すことを確認すること。

ウ　簡易な校正装置を有する排出ガス測定器は、指針が所定の目盛りを指すことを確認すること。

（2） 測定時

ア　排出ガス濃度に見合ったレンジを測定すること。

イ　プローブは、60 センチメートル以上そう入すること。

ウ　メーターの読みは、指示値が安定したときに行うこと。

エ　測定ガスの吸引は、測定に必要な時間以上に長く行わないこと。

オ　引き続いて測定するときは、プローブを抜き、指針がゼロ点を指すのをまって、次の測定を行う

こと。

（3） 測定後

測定後、清浄な空気を吸引して内部を充分清掃した後、電源を切ること。

（4） 点検整備
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プローブ、フィルタ類、ドレーン排出部等の水分の付着、汚損又は損傷、流量計の作動等、特に空

気やガスのフロー系統の異常の有無に注意して日常点検を行い、プローブ、ドレーン排出部の清掃、フィ

ルタ交換等必要な整備を行うこと。

３　排出ガス測定器の校正

排出ガス測定器の機能及び精度を維持するため、次のとおり校正を行うものとする。

（1） ゼロ校正

１日１回測定前に次のことを行うこと。

ア　指針が機械的にゼロ点を指すことを確認すること。

イ　暖機運転後、清浄な空気又はゼロガスを用いて、機械器具製作者が示す方法により指針がゼロ点

を指すよう調整すること。

（2） スパン校正

ア　簡易な校正装置を有する排出ガス測定器は、これを作用させて指針が所定の目盛りを指すことを

１日１回測定前に確認すること。

イ　校正用ガスを用いて行うスパン校正は、少なくとも２ヵ月に１回（接触燃焼方式のものにあって

は１日１回）機械器具製作者が示す方法により行うものとし、使用頻度に応じて適宜その回数を増

すこと。

（3） 定期校正

ア　定期校正は、ゼロ点、上記 (2) イのスパン校正点及び中間点の３点について行うものとし、ゼロ点

と中間点は各レンジごとに行うこと。

また簡易な校正装置について、指針位置が目盛板にマークされているものは、指針が当該マーク

を指すことを確認すること。

イ　定期校正は、営利を目的としない法人であり、かつ、当該校正を遂行するに適切であると地方運

輸局長が認める者によって、少なくとも２年に１回行うこと。

（4） 臨時校正

排出ガス測定器の修理後は定期校正を行うこと。

（5） 備　考

ア　炭化水素測定器の場合、標準ガスは安定したプロパンガスが通常使用されているので、その濃度

値を機器ごとに示されている係数でノルマルヘキサン値に換算した値を標準ガスの濃度値として使

用すること。

イ　簡易な校正装置を有する排出ガス測定器については、スパンガスによる校正直後において当該装

置を作用させ、指針が指す目盛りを記録しておき、これを基準値として使用すること。

ウ　定期校正における排出ガス測定器の精度は、自動車検査用機械器具に係る国土交通大臣の定める

技術上の基準（平成７年運輸省告示第 375 号）第 52 条及び第 60 条に定めるとおりとする。

エ　校正の結果、不適合となったときは必要な調整修理を行うこと。
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(15)「動力式トルク制御レンチの性能基準」及び「動力式トルク制御レンチ
の型式性能試験に関する規定」について

国自整第１７７号
平成２７年５月１日

大型車のホイール・ボルト折損による車輪脱落事故防止対策については、機会あるごとに注意を喚起して

きたところですが、依然として大型車のホイール・ボルト折損による車輪脱落事故が各地で発生しているこ

とから、平成 16 年 12 月に「大型車のホイール・ボルト折損による車輪脱落事故に係る調査検討会」の検討

結果に基づく事故防止対策について、大型車の使用者及び整備事業者等に周知徹底するとともに、中長期的

対策として、一般社団法人日本自動車機械工具協会等にインパクトレンチの改良等を依頼したところです。

この度、一般社団法人日本自動車機械工具協会（以下「協会」という。）より、動力式トルク制御レンチ

の性能基準及び規定を制定し、平成２５年１月１日より、別添のとおり動力式トルク制御レンチの型式性能

試験を実施すること及びこれらに基づき協会が実施する型式性能試験に適合した動力式トルク制御レンチに

ついては、トルクレンチと同等以上の性能である旨の報告がありましたので、貴会傘下会員に対し周知方お

願いします。

なお、別添報告の概要については、別紙をご参照下さい。

別紙

動力式トルク制御レンチの性能基準等に関する概要

１．性能基準の制定

動力式トルク制御レンチ（通称：ナットランナ）の性能基準は、一般社団法人日本自動車機械工具協会

（以下、協会という。）技術委員会技術部会内に「インパクトレンチ検討ＷＧ」を設置して、ISO 5393（ね

じ付き締結具の回転バイト－性能試験方法）等を参考にして検討を行い作成したものです。

また、当協会では、動力式トルク制御レンチに関する以下の基準及び規程を制定し、これらに基づき型

式性能試験を実施します。

① 動力式トルク制御レンチの性能基準

② 動力式トルク制御レンチの型式性能試験に関する規程

２．性能基準の概要

(1) 性能基準の対象は、車両のホイールナット等を規定トルクで締め付けるときに使用する動力式トルク

制御レンチであり、動力源は、エア式、電動式及びその他の動力式制御レンチを対象とします。

(2) 性能基準の内容は、外観、耐久性、作動、構造及び機能等について、使用上問題がないかどうか、また、

機能等の取り扱いが容易であり、誤った操作をしたときは安全装置等が作動することなどを確認します。

(3) 性能精度は、動力式トルク制御レンチでハイトルクレートジョイント ( スチール製ホイール相当 ) 及び

ロートルクレートジョイント ( アルミ製ホイール相当 ) の各ジョイントを 25 回締め付けて得られた測定

値の平均値から統計的算術により求めた「ばらつき (％ )」が 10％以内、及び各ジョイントの平均値の差

が締付トルク設定値に対して 10％以内であることを定めました。
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３．型式性能試験の概要

当協会は、性能基準等に基づき型式性能試験を行い、これに合格した動力式トルク制御レンチの型式に

は「型式性能試験番号」を付与します。

また、合格した型式の動力式トルク制御レンチの筐体には、性能基準を満足していることの証として「型

式性能試験番号標」を貼付します。

４．動力式トルク制御レンチの性能維持

型式性能試験番号標が貼付された動力式トルク制御レンチの性能維持については、製作者等が購入先

( ユーザ ) を管理し、定期的な動力式トルク制御レンチの点検整備等を行う仕組みとなっています。

また、製作メーカー側で実施する性能試験用検査装置の精度維持については、当協会で１回／年の校正

を実施することで精度を確保します。

５．トルクレンチと同等の取り扱い

型式性能試験番号標が貼付された動力式トルク制御レンチについては、トルクレンチと同等以上の性能

であり、この動力式トルク制御レンチで締め付けた車両のホイールナット等は、トルクレンチでの最終的

な確認は不要として取り扱いができます。
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(16) 自動車整備士技能検定等にかかる適正な実務経験の証明について

自動車整備士技能検定において、自動車整備事業場で受験資格を満足する実務経験があるかのごとく虚

偽申請を行い、検定試験に合格した者がいることが発覚し、検定合格を無効とする事例が発生しています。 

また、自動車整備事業者の関わり合いを調査したところ、虚偽申請に関係していたことが判明しました。

自動車整備事業者によるかかる行為は、自動車整備士技能検定の厳正かつ公平な実施を阻害する行為で

あるとともに、自動車整備事業者の信頼を失墜させる行為であり、二度とこのようなことが行われないよ

う、下記の規定を参考にして自動車整備士技能検定申請書には、事実を記載していただくようお願いをし

ます。

特に、実務経験等の記載内容が正しくないことが判った場合は、受験者の検定合格の無効などの処分を

受ける（合格を無効とされた場合、最大３年の受験停止となります。）ことがありますので、注意してく

ださい。

実務経験に関する規定

自動車整備士技能検定の受験資格に係る自動車等の整備作業に関する実務経験の確認について

（自整第４６号の２ 平成１２年 ３月２８日）（抜粋）

１．実務経験として認められる自動車等の整備作業

検定規則第２条中の一級から三級の自動車整備士及び二輪自動車整備士の実務経験として認められ

る自動車の整備作業とは、次の（１）各号に掲げる事業場又は業務において行われている（２）ア．

各号に掲げる分解、点検、調整等の整備作業をいう。

検定規則第２条中の自動車タイヤ整備士、自動車電気・電子制御装置整備士及び自動車車体・電子

制御装置整備士の実務経験として認められる自動車の装置の整備作業とは、次の（１）各号に掲げる

事業場又は業務において行われている（２）イ．中の該当する号において示すそれぞれの分解、点検、

調整等の整備作業をいう。

ただし、これらの場合において、オイル、タイヤ、灯火装置、ワイパー・ブレード等の交換作業のみ

の整備作業及びアルバイト等臨時で勤務しているような作業経験は実務経験とは認められない。

（１）事業場又は業務

ア．道路運送車両法第７８条の自動車特定整備事業の認証を受けた者の事業場

イ．道路運送車両法第９４条の優良自動車整備事業者の認定を受けた者の事業場

ウ．「自動車の定期点検整備促進対策に使用するステッカーに対する運輸省名義の使用について

（昭和４８年８月１７日付自整第１７６号・自公第４０号）中の定期点検整備促進対策要綱５．

（２）に規定する特定給油所（特定給油所とは、自家用乗用自動車の、４輪主ブレーキ及び駐車

ブレーキがすべてディスク・ブレーキである自動車の１年ごとの定期点検整備（分解整備を除
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く。）を確実に実施したとき、「定期点検整備促進運動」による点検整備済ステッカーを交付で

きる給油所をいう。）

エ．上記ア．又はイ．に掲げる事業場以外の自動車タイヤ整備作業工場、自動車電気装置整備作業

工場及び自動車車体整備作業工場並びに自動車整備用機械器具を備え付けた整備作業場を有す

るガソリン、自動車部品、自動車用品等の販売事業者の事業場

オ．（一社）日本自動車連盟（ＪＡＦ）の路上故障自動車救援業務

カ．上記各号に掲げるものと同等の整備作業を行い得るその他の事業場又は業務

（２）特定、点検、調整等の整備作業

ア．自動車の整備作業

①道路運送車両法施行規則第３条に規定する分解整備に係る整備作業

②キャブレータ、インジェクション・ポンプ等の主要な装置の点検、調整等の整備作業

③自動車の装置、主要部品等の交換を行う整備作業

④自動車の装置、主要部品等に係る点検、調整等の整備作業

⑤上記各号に掲げるものと同等の自動車の点検、調整等の整備作業

イ．自動車の装置の整備作業

①自動車タイヤ整備士にあっては、ホイール・アライメント又はホイール・バランスの点検、

調整等のタイヤに係る整備作業

②自動車電気・電子制御装置整備士にあっては、充電装置、始動装置、点火装置等の電気装置

又は各種電子制御装置の点検、調整等に係る整備作業

③自動車車体・電子制御装置整備士にあっては、フレーム又はボディーの点検、修正、改造等の

車体に係る整備作業又は各種電子制御装置の点検、調整等に係る整備作業

２．（略）

３．経過措置

（１) 自動車整備士技能検定規則等の一部を改正する省令（国土交通省令第４６号）による改正前の自動

車整備士技能検定規則（以下「旧規則」という。）第２条に定める自動車整備士の技能検定を受けよ

うとする者の実務経験の扱いについては、自動車電気装置整備士及び自動車車体整備士を除き、なお

従前の例による。

（２）旧規則による自動車電気装置整備士及び自動車車体整備士の技能検定を受けようとする者の実務経

験の扱いについては、本通達に定める自動車電気・電子制御装置整備士を自動車電気装置整備士、自

動車車体・電子制御装置整備士を自動車車体整備士と読み替える。
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(17) 特定整備記録簿の記載要領について

国自整第２７８号の２
令和２年２月６日

道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第 14 号）により、分解整備の範囲について、取り

外して行う自動車の整備又は改造を装置の作動に影響を及ぼす整備又は改造に拡大するとともに、対象装

置として「自動運行装置」を追加し、その名称を「特定整備」に改める改正が行われ、本年４月１日をもっ

て施行されることとなっています。

これに伴い、今般、標記通達について新たに制定した旨を別添のとおり地方運輸局自動車技術安全部長

及び沖縄総合事務局運輸部長あて通達したので通知します。

本要領に関して了知するとともに、遺漏のないよう周知願います。

別紙

特定整備記録簿の記載要領

１．自動車特定整備事業者が電子制御装置整備の作業を外注する場合の記載は、次のとおりとする。

（1）電子制御装置整備の一部を構内外注（「電子制御装置整備に係る構内外注及び外注の取扱いについて」

令和２年２月６日付け、国自整第 279 号で規定するものをいう。）した場合には、特定整備の概要に構

内外注した作業がわかるように記載すること。

（記載例）

×ガラス（内）、レーダー　　Ａエーミング

※ガラス交換を構内外注し、レーダー交換及びエーミング作業を自ら行った場合

（2）電子制御装置整備の一部を他の自動車特定整備事業者に外注（「電子制御装置整備に係る構内外注及

び外注の取扱いについて」で規定するものをいう。以下同じ。）した場合、外注元の特定整備記録簿には、

外注した作業がわかるように記載すること。

（記載例）

外注元の特定整備記録簿：×レーダー　　エーミング（外）

外注先の特定整備記録簿：Ａエーミング

※レーダー交換を外注元、エーミング作業を外注先で実施した場合

なお、外注先の特定整備事業者は、自らが行った作業を特定整備記録簿に記録したうえ、外注元の

特定整備事業者を経由するなどしてその写しを自動車の使用者に交付するとともに、道路運送車両法

に基づき、当該記録簿をその記載の日から２年間保存しなければならない。

（3）電子制御装置整備の全部を他の自動車特定整備事業者に外注した場合、外注元の特定整備事業者は

特定整備記録簿に記載しないこと。

なお、外注先の特定整備事業者は行った全部の作業を特定整備記録簿に記録したうえ、外注元の特
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定整備事業者を経由するなどしてその写しを自動車の使用者に交付し、道路運送車両法に基づき、当

該記録簿をその記載の日から２年間保存しなければならない。

２．事業場内に限り電子制御装置点検整備作業場以外の場所において電子制御装置整備作業を実施した場

合には、当該作業を実施した場所を記載する。なお、この場合、エーミング作業については、天候及びエー

ミング作業を電子制御装置点検整備作業場以外の場所で行った理由を特定整備記録簿に記載すること。

（記載例）

Ａエーミング（電子制御装置整備作業場の屋上、晴れ、電子制御装置整備作業場の寸法を超過）

※入庫した車両については、自社の電子制御装置点検整備作業場でエーミング作業を行えないこと

から、電子制御装置整備作業場の屋上でエーミング作業を行った場合

（記載例）

×バンパ（○○板金工場）

※離れの作業場（○○板金工場）でバンパ交換を行った場合

別添

国自整第２７８号の２
令和２年２月６日

特定整備記録簿の記載要領について

道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第 14 号）により、分解整備の範囲について、取り

外して行う自動車の整備又は改造を装置の作動に影響を及ぼす整備又は改造に拡大するとともに、対象装

置として「自動運行装置」を追加し、その名称を「特定整備」に改める改正が行われ、本年４月１日をもっ

て施行されることとなっている。

従来から、特定整備記録簿の記載については、自動車の点検及び整備に関する手引（平成 19 年国土交通

省告示第 317 号）を参考にして記載するよう指導してきたところであるが、今般の改正により、自動車特

定整備事業者が他の自動車特定整備事業者に電子制御装置整備の作業を外注する場合及び事業場内に限り

電子制御装置点検整備作業場以外の場所でエーミング作業を実施することが認められることとなったため、

これらについて、「自動車特定整備事業の認証及び指定自動車整備事業の指定に係る取扱い及び指導の要領

について」（平成 14 年７月１日付け国自整第 63 号）によるほか、別紙のとおり特定整備記録簿の記載要領

を定めたので、今後は本要領に基づき特定整備事業者を指導されたい。

本要領については、別添のとおり関係団体あて通知していることを申し添える。
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(18) 改正自動車点検基準について12  
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(19)「道路運送車両法施行規則の一部改正に関する補足について（自社のウェ
ブサイトにおける点検整備料金の掲載関係）」
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令和 ７ 年 ６ 月 ２ ４ 日 
物流・自動車局自動車整備課 

 

自自動動車車整整備備業業のの人人材材募募集集・・定定着着・・育育成成のの取取組組をを加加速速ししまますす  

～「自動車整備士等の働きやすい・働きがいのある職場づくりに向けたガイドライン」の改訂等～ 

 

国土交通省では、自動車整備士の魅力の向上のため、働きやすい・働きがいのある

職場づくりに向けたガイドラインの策定、高校生などを対象とした仕事体験学習（イ

ンターンシップ）や社会科見学の実施といった取組を進めてきました。 

これらの取組について、関係者の皆様から多くのご意見を頂戴したことを踏まえ、

今般、①職場づくりガイドラインの改訂版、②仕事体験学習（インターンシップ）の

受入れマニュアル及び③社会科見学の受入れマニュアルを策定しました。 

今後は、これらのガイドラインやマニュアルをより多くの自動車整備事業者に活用

していただけるよう関係団体と連携を図りながら周知・啓発を進め、自動車整備業に

おける人材募集・定着・育成を更に後押ししてまいります。 

 

＜各ガイドライン・マニュアルの概要＞ 

名 称 概 要 

①職場づくりガイドライン 
事業規模や業態ごとの課題や関心を踏まえて人材確保に向

けた取組例を再編集し、具体的な事例等を追加 

②仕事体験学習マニュアル 
自動車整備事業者が仕事体験学習の受入れを行うにあたっ

てのポイントや好事例を取りまとめ 

③社会科見学マニュアル 
自動車整備事業者が社会科見学の受入れを行うにあたって

のポイントや好事例を取りまとめ 

 ※１ 職場づくりガイドライン 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000023.html 

 ※２ 仕事体験学習及び社会科見学マニュアル 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000043.html 

 

別添１： 自動車整備士等の働きやすい・働きがいのある職場づくりに向けたガイドライン 

別添２： 自動車整備事業者のための高校生向け仕事体験学習（インターンシップ）受入れマニュアル・事例集 

別添３： 自動車整備事業者のための社会科見学受入れマニュアル・事例集 

国土交通省は、①事業規模や業態ごとの課題や関心を踏まえて「職場づくりガイドライ

ン」を改訂するとともに、新たに、②「仕事体験学習（インターンシップ）の受入れマニ

ュアル」及び③「社会科見学の受入れマニュアル」を策定しました。 

（お問い合わせ先） 

物流・自動車局自動車整備課 浅野、植木、武田、山口 

 代表：03-5253-8111 (内線 42412、42415) 

 直通：03-5253-8589 

(20)　職場づくりガイドライン
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(21) 各アップデートの解説
（（参参考考））各各アアッッププデデーートトのの解解説説

４４．．自自動動車車整整備備士士資資格格のの実実務務経経験験年年数数のの短短縮縮１１．．認認証証工工場場のの機機器器要要件件のの見見直直しし

２２．．指指定定工工場場（（大大型型））のの最最低低工工員員数数のの緩緩和和

３３．．自自動動運運転転車車のの検検査査員員要要件件のの強強化化

２２級級、、３３級級、、特特殊殊のの自自動動車車整整備備士士資資格格を取得するための
実実務務経経験験期期間間をを短短縮縮 （座学で補完）

２級自動車整備士 ３年 → ２年
３級自動車整備士 １年 → ６月
特殊自動車整備士 ２年 → １年４カ月

自動車技術の変化を踏まえ、認認証証工工場場のの機機器器要要件件を見直す

自自動動運運転転車車のの検検査査を行う検査員を１１級級自自動動車車整整備備士士に限る

以下を満たす指指定定工工場場（（大大型型））の最低工員数を緩和 （（５５人人→→４４人人））

① 省力化設備・機器が導入されていること

② 合理的な管理体制が適切に確保されていること

③ 工員の処遇が確保されていること

④ 工員の質が適切に確保されていること

※ 指定工場（中型・小型・二輪）の最低工員数（４人）の見直し
については、引き続き、調査検討

【今後のスケジュール】 公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日（１．２．４．５．６） 令和７年１０月８日（７．） 令和１１年４月１日 （３．）

６６月月

２２年年

廃廃止止

追追加加

・ タイヤの傾きを測定する機器 （３つ）
→ 設置不要とする

（※現在は、アライメントテスタでの測定又は外注が一般的）

・ 小型・軽・二輪の整備に使用しない機器（３つ）
→ 普通（大型・中型）・大特を扱う工場を除き設置不要とする

・ エンジン、バッテリの機能確認のための機器（３つ）
→  整備用スキャンツール等があれば、設置不要とする

・ 整備用スキャンツールの設置を必須とする
（新規認証等から適用）

５５．．「「電電子子」」点点検検整整備備記記録録簿簿のの解解禁禁

「紙」の点点検検整整備備記記録録簿簿の車両への備え付けに代えて、

携携帯帯電電話話等等へへのの「「電電子子的的方方法法」」にによよるる保保存存でも可とする

（ただし、求められた場合に速やかに提示できること）

⇒⇒ 整整備備工工場場がが電電子子的的にに発発行行可可能能にに

６６．．オオンンラライインン研研修修・・講講習習のの解解禁禁

現在、対面が原則である「整備主任者研修（法令）」、
「自動車検査員研修」、「養成施設における学科講習」
について、オオンンラライインン方方式式を可とする

７７．．ススキキャャンンツツーールル等等にによよるる点点検検可可能能範範囲囲のの拡拡大大

点検項目について、目目視視にに代代ええてて、、ススキキャャンンツツーールル等等にによよるる
確確認認でも可とする範囲を拡大する

1

１１．．認認証証工工場場のの機機器器要要件件のの見見直直しし

認証工場が備えるべき整備用機器は、道路運送車両法施行規則に定められている

整備技術の変化に伴い、「使われなくなった機器」、「新たに必要となった機器」が生じている

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日
施 行： 公布の日
その他： 整備用スキャンツールの義務付けは、認証の新規取得時又は事業場移転時から適用

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

自動車の電子的な整備に対応するためには、「整備用スキャンツール」が必要

使われなくなった機器は、認証基準から外してほしい

認証工場が備えるべき機器について以下の見直しを行う
廃廃止止

①トーインゲージ

②キャンバー
キャスタ
ゲージ

③ターニング
ラジアス
ゲージ

⑩整備用
スキャンツール

設設置置をを不不要要ととすするる

※ アライメントテスタによる測定又は外注が一般的

④ホイール
プーラ

⑥ベアリング
レースプーラ

⑤グリースガン/
シャシ・ルブリケータ

タタイイヤヤのの傾傾ききをを測測定定すするる機機器器※※

⑦比重計

⑧エンジン
タコテスタ

⑨タイミング
ライト

追追加加

小小型型車車・・軽軽・・二二輪輪のの整整備備にに使使用用ししなないい機機器器

普普通通（（大大型型））・・普普通通（（中中型型））・・大大特特をを扱扱うう工工場場をを除除きき
設設置置をを不不要要ととすするる

整整備備用用ススキキャャンンツツーールル等等でで代代替替可可

⑦⑦ははババッッテテリリテテススタタ、、
⑧⑧⑨⑨はは整整備備用用ススキキャャンンツツーールル
ががああれればば設設置置をを不不要要ととすするる

認認証証のの
新新規規取取得得時時等等かからら

義義務務付付けけ

電電子子整整備備にに必必要要

2
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２２．．指指定定工工場場（（大大型型））のの最最低低工工員員数数のの緩緩和和

指定工場が最低限配置すべき工員数は、通達により定められている

最低工員数は、点検整備・検査における分業体制を考慮して定められているが、近年、省力化の
ための設備・機器が普及している

近年、人手不足で最低工員数を満たせないため、指定を返上する事業者も生じている

背景

改正概要（通達）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

最低工員数を満たせず指定を返上せざるを得ない。地域の整備能力が不足するおそれ

一方で、単純な緩和は、点検整備・検査を適切に実施できない事業者を生むおそれ

整備の省力化等を前提に、指定工場の最低工員数の緩和を検討してもよいのではないか

以下の要件を満たす指指定定工工場場（（大大型型））の最低工員数を緩和 （５人→４人）

① 省力化設備・機器が導入されていること

② 合理的な管理体制が適切に確保されていること

③ 工員の処遇が確保されていること

④ 工員の質が適切に確保されていること

※ 指定工場（中型・小型・二輪）の最低工員数（４人）
については、引き続き、調査検討

3

３３．．自自動動運運転転車車のの検検査査員員要要件件のの強強化化

指定工場における検査は、「自動車検査員」でなければ行うことができない

自動車検査員の選任要件は、指定自動車整備事業規則（昭和３７年運輸省令第４９号）に規定

自動運転車は電子制御装置の塊であり、その検査には、電子制御に関する高い専門性が必要

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日
施 行： 令和１１年４月１日
その他： 施行日時点で自動運転車の検査を行っている指定事業者は、４年の間、２級の自動車検査員にも

自動運転車の検査を行わせることができる。

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

自動運転車の検査は、電子制御に関する知識・能力を有する「１級自動車整備士」に行わせるべき

そのことは、１級自動車整備士の価値向上にも資する

ただし、自動運転車の普及に対して十分な数の１級自動車整備士が存在する必要がある

自動運転車（レベル３・４の自動運行装置を搭載した車両）の検査を行う自動車検査員は、
現在の要件に加えて１級自動車整備士資格を保有している者の中から選任しなければならない。

自動車検査員（１１級級自動車整備士資格）

自動車検査員（２級自動車整備士資格）

指指定定工工場場

自自動動運運転転車車
のの検検査査

4
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４４．．自自動動車車整整備備士士資資格格のの実実務務経経験験年年数数のの短短縮縮

自動車整備士資格を取得するためには、「自動車整備士技能検定規則」に定めるところにより、
①実務経験を満たし、②技能検定試験に合格する必要がある

※ 専門学校等（一種養成施設）を修了した場合には実務経験は免除される

整備作業が「機械中心」から「電子中心」となり、作業経験よりも座学が重要となっている

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

高校生が３級自動車整備士資格を取得後、２級取得までに３年を要するのは、あまりに長い

そのことが理由で自動車整備士をあきらめる若者もある

若者が自動車整備士を目指しやすい資格体系とすべき

２級、３級、特殊の自動車整備士資格を取得するために必要な 実務経験期間を短縮

２級自動車整備士 ３年 → ２年

３級自動車整備士 １年 → ６月

特殊自動車整備士 ２年 →  １年４カ月

６６月月

２２年年

5

５５．．「「電電子子」」点点検検整整備備記記録録簿簿のの解解禁禁

自動車の使用者は、「点検整備記録簿」（紙）を自動車に備えおかなければならない

ディーラー等では、「点検整備記録簿」の内容を電子的に管理しているが、この要件を満たすために
別途、紙の記録簿も交付している

背景

改正概要（省令）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

事業者からのご意見等

「点検整備記録簿」についても、指定整備記録簿、特定整備記録簿及び自賠責保険証と同様に、
電子的な保存を可能として欲しい

ただし、求められた場合に速やかに提示できることを条件とすべき

「点検整備記録簿」の電子的な保存を可能とする。（紙による保存も引き続き可）

・ スマートフォン等の保存ファイル
・ SDカード等の外部メディアの保存ファイル
・ 紙の点検整備記録簿のスキャンファイル

当局から点検整備記録簿の提示を求められた場合、
直ちに、明瞭な状態で、表示できること

※ 故障、バッテリー切れ、電波状況、操作に不慣れ等
により表示できない場合、要件を満たさないものとする

保保存存方方法法 表表示示方方法法

6
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６６．．整整備備主主任任者者等等ののオオンンラライインン研研修修・・講講習習のの解解禁禁

法令により義務付けられている「整備主任者研修」及び「自動車検査員研修」は、対面による実施
が原則とされている

また、自動車整備士養成施設における「講習」も対面により行わなければならない

背景

事業者からのご意見等

他業種において広く行われている「オンライン方式」を解禁すべき

オンラインによる研修・講習の解禁により、講師及び受講者双方にとって柔軟な対応が可能となり、
人材の効率的な活用が可能となる

改正概要（通達）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 公布の日

今後のスケジュール

「整備主任者研修」、「自動車検査員研修」のうち、座学についてオンライン方式を可とする

自動車整備士養成施設における「座学講習」について、オンライン方式を可とする
（実技講習は、引き続き、対面で実施）

ライブ配信形式 サテライト配信形式 動画配信形式

7

７７．．ススキキャャンンツツーールル等等にによよるる点点検検可可能能範範囲囲のの拡拡大大

点検整備の方法については、「自動車の点検及び整備に関する手引」に規定

各装置の点検は、目視や操作による方法が中心であるが、自己診断機能を搭載した自動車では、
スキャンツール等を用いて、同等の点検が行えるようになっている

背景

事業者からのご意見等

技術的には、スキャンツール等による点検でも、目視等による点検と同等の効果が得られる

スキャンツール等による点検により、点検整備に要する作業時間が短縮されることで、作業員１人
あたりの付加価値向上にも資する

改正概要（告示）

公 布： 令和７年７月８日

施 行： 令和７年10月８日

今後のスケジュール

以下の点検項目について、目視による確認に代わり、
スキャンツール等による確認を可とする。

【日常点検】
①ブレーキ・ペダルの踏みしろ、ブレーキのきき

【定期点検】
②ブレーキ・ペダルを踏み込んだときの床板とのすき間
③倍力装置（ブレーキ・ブースター）の機能
④二次空気供給装置の機能
⑤排気ガス再循環装置の機能

例例：：ブブレレーーキキ・・ペペダダルルをを踏踏みみ込込んんだだととききのの
床床板板ととののすすきき間間のの確確認認

ブレーキを踏み込んだときの
床面とのすき間をノギス等で測定

（（従従来来））

・ スキャンツール等による確認でも可

（（今今後後））

119955秒秒//台台のの作作業業時時間間削削減減（（平平均均））

ペダルと床のすき間

8



(96)

(22)　自動車特定整備事業者及び指定自動車整備事業者における OBD 検査シ
ステムの ID 等の管理に係る遵守事項及び留意事項について
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(23)　自動車特定整備事業者等における OBD 検査及び OBD 確認の取扱方針に
ついて
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